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１ 本書の位置づけ 

本様式集（以下「本書」という。）は、広島市（以下「本市」という。）が実施する広

島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業（以下「本事業」とい

う。）に係る事業者の募集及び選定を行うに当たり、入札参加資格審査書類並びに技術提

案書等の作成及び提出要領について、定めたものである。 

 

２ 提出書類一覧 

本事業の入札に参加するに当たり、提出を要する書類は、表２－１に示す。 

 

表２－１ 提出書類一覧表 

様式 

番号 
様式名 

様式 

形式 

様式 

サイズ 

ファイル 

形式 

（１）質問書様式 

１ 入札参加資格に関する質問書 指定 A4 Excel 

２ 入札説明書等に関する質問書 指定 A4 Excel 

（２）入札参加資格審査書類等 

３ 入札参加表明書 指定 A4 Word 

４ 入札参加資格審査申請書 指定 A4 Word 

5-1 構成員一覧表 指定 A4 Word 

5-2 資本的関係・人的関係調書 指定 A4 Word 

5-3 設計・製作体制調書 指定 A4 Word 

5-4 技術的支援体制調書 指定 A4 Word 

６ 委任状 指定 A4 Word 

7-1 入札参加資格審査調書（設計業務） 指定 A4 Word 

7-2 入札参加資格審査調書（設計業務：委託） 指定 A4 Word 

7-3 入札参加資格審査調書（施工業務） 指定 A4 Word 

7-4 入札参加資格審査調書（維持管理・運営業務） 指定 A4 Word 

7-5 入札参加資格審査調書（その他企業） 指定 A4 Word 



 

- 2 - 
 

様式 

番号 
様式名 

様式 

形式 

様式 

サイズ 

ファイル 

形式 

8-1 設計業務を行う企業の配置予定技術者調書 指定 A4 Word 

8-2 施工業務を行う企業の配置予定技術者調書 指定 A4 Word 

9-1 
〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書 

（共同施工方式） 
指定 A4 Word 

9-2 
〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書 

（分担施工方式） 
指定 A4 Word 

9-3 
〇〇・△△運営業務共同企業体協定書  

（共同業務方式） 
指定 A4 Word 

9-4 
〇〇・△△運営業務共同企業体協定書 

（分担業務方式） 
指定 A4 Word 

（３）技術提案書及び見積書 

10-1 技術提案書（正本）表紙 指定 A4 Word 

10-2 技術提案内容に関する確約書 指定 A4 Word 

10-3 技術提案書（概要説明資料） 任意 A3 任意 

11-1 技術提案書（副本）表紙 指定 A4 Word 

11-2 技術提案書 指定 A4 Word 

11-2-1 SPC の出資構成 指定 A4 Excel 

12 下水汚泥再資源化物受入確約書 指定 A4 Word 

13 図面集 任意 A4、A3 任意 

14 要求水準書チェックリスト 指定 A4 Excel 

15-1 見積書 指定 A4 Word 

15-2 見積内訳書及び入札内訳書 指定 A4、A3 Excel 

（４）入札関係資料 

16 入札書 指定 A4 Word 

17 入札辞退届 指定 A4 Word 

18 入札執行（開札）立会申請書 指定 A4 Word 
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３ 入札参加資格及び入札説明書等の質問・回答 

入札参加資格（様式１）及び入札説明書、要求水準書、落札候補者決定基準、様式集、

基本協定書及び各契約書（以下「入札説明書等」という。）（様式２）の質問に対する回

答については、入札説明書の４－６－２項に記載の日までに公表する予定である。 

 



 

- 4 - 
 

４ 入札参加資格審査書類等、技術提案書及び見積書に係る作成・提出

要領 

４－１ 共通事項 

 各提出書類の作成に当たっては、以下に掲げる事項に留意すること。 

① 各様式の作成で用いる言語は、日本語とし、通貨は円とする。また、使用する単

位は計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるところによる。 

② ２項の表２－１の（３）に示す技術提案書及び見積書（以下「技術提案書等」と

いう。）の提出に当たり、副本（添付資料含む。）については、社名、ロゴマー

ク等、固有企業を特定又は推定できる記載を行わないこと。 

③ 本市は、入札参加資格審査書類を受領した後、入札参加資格審査を実施し、その

結果を各応募者に通知する。この通知に併せて、各応募者に「応募者番号」を通

知する。なお、応募者番号は受付順ではなく、任意の番号を付与しており、特別

の意味をもたない。 

④ 入札説明書及び各様式に記載されている内容及び注記に留意して作成すること。 

⑤ 各様式で指定された枚数制限を厳守すること。なお、A4 判２枚を A3 判１枚に変

更することを認めるものとする。 

⑥ 各様式に記載する文字サイズは、10.5 ポイント以上とすること。 

 

４－２ 入札参加資格審査書類等の作成・提出要領 

入札参加資格審査書類等の作成・提出に当たっては、以下に掲げる事項に留意すること。 

① 入札参加資格審査書類は、様式３号から様式 8-2 号及び添付資料（各種証明書類

等）により作成し、表紙を付して一括して綴じ、１部提出すること。なお、表紙

には「広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業 入

札参加資格審査書類」と記載すること。 

② 返信用封筒（入札参加資格審査の結果通知用として、長形３号封筒に代表企業の

宛先を明記し、簡易書留料金（460 円）の郵便切手を貼付したもの。）を提出す

ること。 

③ 各種証明書類等は、各様式で定める注記に従い、各様式の後に添付すること。ま

た、添付漏れがないように十分留意すること。 

④ 様式 9-1 号から様式 9-4 号の〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書及び〇〇・

△△運営業務共同企業体協定書は、共同企業体の有無により、適宜提出すること。

なお、これらの各協定書は、基本協定締結後の各契約締結時に併せて提出するこ

と。 
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４－３ 技術提案書等の作成・提出要領 

４－３－１ 提出部数 

技術提案書等の作成・提出に当たっては、以下に掲げる事項に留意すること。 

① 技術提案書等は、様式 10-1 号から様式 15-2 号により作成し、正本１部と副本 16

部を提出すること。ただし、様式 11-2-1 号については、SPC を設立する場合に

限り提出すること。なお、正本及び副本に綴込む各様式は以下のとおりとする。 

ア 正本の綴込み 

（ア） 技術提案書（正本）表紙 ：様式 10-1 号 

（イ） 技術提案内容に関する確約書 ：様式 10-2 号 

（ウ） 技術提案書（概要説明資料） ：様式 10-3 号 

（エ） 技術提案書 ：様式 11-2 号 

（オ） SPC の出資構成 ：様式 11-2-1 号 

（カ） 下水汚泥再資源化物受入確約書 ：様式 12 号 

（キ） 図面集 ：様式 13 号 

（ク） 要求水準書チェックリスト ：様式 14 号 

（ケ） 見積書 ：様式 15-1 号 

（コ） 見積内訳書及び入札内訳書 ：様式 15-2 号1 

イ 副本の綴込み 

（ア） 技術提案書（副本）表紙 ：様式 11-1 号 

（イ） 技術提案書（概要説明資料） ：様式 10-3 号 

（ウ） 技術提案書 ：様式 11-2 号 

（エ） 下水汚泥再資源化物受入確約書 ：様式 12 号 

（オ） 図面集 ：様式 13 号 

（カ） 要求水準書チェックリスト ：様式 14 号 

（キ） 見積内訳書及び入札内訳書 ：様式 15-2 号 1 

② 正本は、製本テープ等により袋とじした上で、代表者の印鑑で割印して提出する

こと。1 冊で袋とじできない場合は、分冊も可とする。 

③ 副本は、A4 ファイルに一括して綴じ、提出すること。 

④ 技術提案書等と併せて、以下に掲げる資料を電子データ化し、電子データを保存

した電子媒体（CD-R 又は DVD-R）を４部提出すること。なお、次ページのアの

電子ファイルは、編集可能なオリジナルデータ（Microsoft Office 365 で閲覧可

 
1 別添 1-1 から別添 1-7、別添 2-1 から別添 2-9 までと各様式の注記に従い、４−３−３項
に示す内容を網羅する内訳書及び算定根拠を添付すること。 
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能な docx / xlsx / pptx 等）と PDF データを、イの電子ファイルは、PDF デー

タを電子媒体（CD-R 又は DVD-R）に保存すること。 

ア 様式 10-1 号から様式 15-2 号 

イ その他、添付した根拠資料等 

⑤ 電子データの提出に当たっては、電子媒体（CD-R 又は DVD-R）に保存する前に

ウイルスチェックを行うこと。なお、ウイルス対策ソフトは特に指定しないが、

信頼性の高いものを利用すること。 

 

４－３－２ 技術提案書の作成要領 

① 入札説明書、本書及び各様式に記載した注意事項を踏まえて作成すること。 

② 各様式のサイズは A4 判又は A3 判とし、A3 判は A4 判の大きさに折り込んで左

綴じで製本すること（添付資料及び図面集含む。）。 

③ 様式の提案が複数枚となる場合は各様式の右端最上段に通し番号を振ること。

（様式○－○号（△／●）） 

④ 各様式の用紙サイズ（A4 判又は A3 判）を問わず、用紙の上下左右に 20mm 程

度の余白を設けること（図面及び添付資料を除く）。 

⑤ 各提案書に用いる数式、数値等については、その出典根拠を明示すること。自社

データを根拠とする場合は実験データ等を添付すること。 

⑥ 様式 10-3 号の技術提案書（概要説明資料）は、A3 判 2 枚で作成すること。また、

様式は任意とする。なお、落札者の概要説明資料は、落札候補者の決定結果公表

時にあわせて公表する予定である。応募者は、公表の主旨（手続きの透明性等の

確保）を尊重して、概要説明資料を作成すること。 

⑦ 様式 13 号（様式任意）図面集の記載方法については、以下に掲げるとおりとす

る。 

ア 図面は、右下に図面名称及び応募者番号を記入すること。 

イ 図面は方位を記入すること。 

ウ 電子データについては PDF 形式で提出すること。 

⑧ 様式 13 号（様式任意）図面集の添付する図面は、以下に掲げるとおりとする。 

ア 鳥瞰図 

イ 全体配置図 

 

 



 

- 7 - 
 

ウ 既設土木施設撤去範囲図2 

エ 既設建築施設撤去範囲図 2（建築設備は撤去の考え方を図面内に付記すること） 

オ 基礎図面 

カ 仮設図面 

キ 立面図（東西南北） 

ク 場内整備図 

ケ 機械設備図面 

（ア） 設備フローシート 

（イ） 機器配置図（平面・断面） 

コ 電気設備図 

（ア） システム構成図 

（イ） 単線結線図 

（ウ） 計装フロー 

（エ） 主要機器配置図（平面のみ） 

サ 各種計算書（要求水準達成の根拠資料） 

⑨ 様式 14 号の要求水準書チェックリストの記載方法については、以下に掲げると

おりとする。なお、列番号（例）H 列、I 列等）は Excel ファイル中の列記号を

示す。 

ア 要求水準書の記載内容に対して、「適否記載」欄（H 列）に応募者の提案が適合

している場合は「〇」を、適合していないものは「－」を記入すること。なお、

各項目において、一つでも「－」がある場合、要求水準未達と判断し、失格と

なる場合があるため、十分留意して記入すること。 

イ 要求水準書の記載内容に対して、「提案内容の概要」欄（I 列）に応募者の提案

を箇条書きで簡潔に記入すること。 

ウ 要求水準書の記載内容に対して、「提案資料等の記載箇所」欄（J 列）に応募者

の提案内容が記載されている書類名（様式番号）及び該当ページを記入するこ

と。ただし、技術提案書の提出段階において記載する提出書類の箇所の記載が

行えない場合は、その理由を「提案内容の概要」欄に記入し、「適否記載」欄は

「△」を記入すること。詳細は様式 14 を参照すること。 

エ 「提案内容の概要」及び「提案資料等の記載箇所」に「／」が付されている箇

所については、「適否記載」欄のみに記入すること。 

 
2 既設撤去範囲図の作成に当たっては、参考資料として配布している既設図面を用いて、撤

去する範囲が分かる概略図面を作成すること。なお、当該図面を作成する意図は、本市と

応募者間に撤去範囲の認識の不一致がないかどうかを確認するものである。従って、詳細

な図面は必要ないが、撤去に関する実施方針を図面内に記載すること。 
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４－３－３ 見積書及び入札書等の作成要領 

（１） 設計・施工業務に係る適用歩掛等 

１） 設計業務 

設計費の算出に当たっては、「下水道用設計標準歩掛表－第３巻 設計委託－」及

び「土木設計業務等標準積算基準書（広島市）」の各資料の最新版を参考とすること。 

 

２） 土木工事 

工事費のうち土木工事費の算出に当たっては、「下水道用設計標準歩掛表－第２巻 

ポンプ場・処理場－」及び「土木工事標準積算基準書（広島市）」の最新版を参考と

すること。 

 

３） 建築工事、建築機械設備工事及び建築電気設備工事 

工事費のうち建築工事費、建築機械設備工事費及び建築電気設備工事費の算出に当

たっては、「下水道用設計標準歩掛表－第２巻 ポンプ場・処理場－」、「公共建築

工事積算基準」、「公共建築工事標準仕様書」及び「公共建築工事内訳書標準書式（設

備工事編）」の各資料の最新版を参考とすること。 

 

４） 機械設備工事及び電気設備工事 

工事費のうち機械設備工事費及び電気設備工事費の算出に当たっては、「下水道用

設計標準歩掛表－第２巻 ポンプ場・処理場－」の最新版を参考とすること。 

 

（２） 維持管理・運営業務に係る適用歩掛等 

維持管理・運営業務費の算出に当たっては、「下水道施設維持管理積算要領－処理

場・ポンプ場施設編－」の最新版を参考とすること。 

 

（３） 見積書及び入札書等作成要領 

① 見積内訳書及び入札内訳書のうち、一式として計上する項目（費目、工種、種別、

細別、以下これらを「項目」という。）については、原則として設計変更対象外

とする。このことを踏まえ、可能な限り見積内訳書及び入札内訳書を細分化して

提示すること。ただし、詳細設計完了後に本市と協議し、承認を得た場合に限り、

一式として計上した項目を数量積算に変更することができる。 

② 見積内訳書及び入札内訳書の作成に当たっては、各積算基準類における工種体系

ツリーに準拠し、「費目」「工種」「種別」「細別」のレベル１から４までに分

け、かつ可能な限り詳細な規格及び仕様等を明記すること。 
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③ 見積書及び入札書並びに見積内訳書及び入札内訳書の金額及び単価については、

物価変動による増減額を考慮しないこと。 

④ 設計・施工業務に係る見積金額及び維持管理・運営業務に係る見積金額の合計が、

入札説明書の２－１０項に示す提案上限価格を超えないこと。 

⑤ 見積金額は、様式 15-2 号（別添 2-1）に示す(７)価格評価に使用する運営費（市

が負担する運転・維持管理費）（以下「価格評価に使用する運営費」という。）

を含まない金額とすること。 

⑥ 様式 15-2 号、様式 15-2 号（別添 1-1 から別添 1-7）及び様式 15-2 号（別添 2-1

から別添 2-9）の各様式については、黄色及び青色着色部に数値を入力すること。 

⑦ 様式 15-2 号（別添 1-2 から別添 1-7）については、見積内訳書及び入札内訳書を

補完するための算定根拠（様式任意）を添付すること。 

⑧ 様式 15-2 号（別添 2-4 から別添 2-9）については、費目・項目の算定根拠が分か

る資料（様式任意）を添付すること。 

⑨ 本工事に伴い発生するスクラップ材は発注者に帰属するため、その売却益を工事

請負代金から控除するものとする。 

⑩ 見積書及び入札書において用いる単価及び数量は、以下に掲げるとおりとする。 

ア 脱水汚泥運搬・処分費※１  ：36,200 円／t 

※１：要求水準書４－４－２項（３）⑩に示す、場外搬出処分費用の単価を示 

   す。 

イ 既設汚泥燃料化設備内の残渣物※２ 

（ア） ばいじん（熱交換器、再燃炉） ：３t/系列 

（イ） 汚泥（ケーキホッパ、各コンベヤ） ：20t/系列 

（ウ） A 重油（地下タンク）  ：５kL 

※２：既設汚泥燃料化施設の撤去において、処理・処分が必要となる残渣物の 

   想定量を示す。 

⑪ 見積書及び入札書における維持管理・運営業務費を構成する単価のうち、「雑用

水」「上水」「汚水排水（家庭系）」「汚水排水（事業系）」「雨水排水」「電

気」「補助燃料」「上記以外の維持管理費単価」「消化ガス」は、表４－１のと

おりとする。 
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表４－１ 維持管理・運営業務費を構成する単価 

項目 単価 備考 

ユーティリティ

 

雑用水 28.5 円／m3 ※1 

上水 
基本料金 － 免除  

従量料金 － 317 円／m3  

汚水排水（家庭系） 無償排水  

汚水排水（事業系） 50 円／m3 ※1 

雨水排水 無償排水  

電気 

基本料金 
契約電力 

１kW につき 

事業者の責任において供給

事業者と契約した単価 
単独受電分 

従量料金 １kWh につき 
事業者の責任において供給

事業者と契約した単価 
〃 

補助燃料 
事業者の責任において供給

事業者と契約した単価 

消化ガス 

代替燃料 

上記以外の維持管理費単価 事業者にて任意に設定 薬品等 

消化ガス 2.6 円／MJ ※1、2 

※1_実際の雑用水、汚水排水及び消化ガスの使用に伴う費用については、本市が負担する。 

※2_下水汚泥再資源化物を製造するために必要となる熱量を維持管理・運営業務費の算定

の対象とする。ただし、下水汚泥再資源化物を製造する過程で発生する排熱を温水として

回収し、汚泥消化タンクの加温に使用する場合は、温水供給熱量に相当する熱量は、本算

定の対象外とする。 

 

４－３－４ 改善技術提案書及び改善見積書 

 技術提案の改善通知を受けた応募者は、改善技術提案書及び改善見積書として、改善

通知に関連する各様式を提出すること。 

 なお、提出部数及び作成要領は、４－３―１項から４－３－３項に示す要領と同じと

する。 
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５ 入札書等の作成要領 

５－１ 提出部数 

入札書の提出部数は、以下のとおりとする。 

① 入札書は、様式 16 号及び様式 15-2 号により作成し、正本１部を提出すること。 

ア 正本の綴込み 

（ア） 入札書 ：様式 16 号 

（イ） 見積内訳書及び入札内訳書 ：様式 15-2 号 

② 様式 16 号及び様式 15-2 号は、封筒に入れ、代表者の印鑑で封印し、「入札書等

在中」と朱書すること。また、本事業の事業名及び応募者名を記載して提出する

こと。 

③ 技術審査通過者が入札を辞退する場合には、様式 17 号「入札辞退届」を本市に

提出すること。 

④ 入札執行（開札）の立会いを希望する者は、様式 18 号「入札執行（開札）立会

申請書」を本市に提出すること。 

 

５－２ 入札書の作成要領 

５－２－１ 設計・施工業務に係る適用歩掛等 

４－３－３項の（１）と同じ要領とする。 

 

５－２－２ 維持管理・運営業務に係る適用歩掛等 

４－３－３項の（２）と同じ要領とする。 

 

５－２－３ 入札書作成要領 

４－３－３項の（３）に定める要領に、以下の事項を加えたものとする。 

① 様式 16 号２入札価格（「価格評価に使用する運営費」を含まない金額）のうち、

維持管理・運営業務費（２）には、価格評価に使用する運営費を含まない維持管

理・運営業務費を記載すること。 

② 様式 16 号２入札価格（「価格評価に使用する運営費」を含まない金額）に記載

された金額が、設計・施工業務に係る予定価格又は維持管理・運営業務に係る予

定価格のいずれかを超えた場合は、失格とする。 

③ 様式 16 号３入札価格（「価格評価に使用する運営費」を含む金額）は、設計・

施工業務費と価格評価に使用する運営費を含む維持管理・運営業務費の合計金額
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を記載すること。なお、当該金額は落札候補者決定基準における価格評価の算定

に使用する。 

 

 

６ 技術対話の実施 

技術対話の実施については、入札説明書に基づき実施する。 

 

 

７ プレゼンテーションの実施 

プレゼンテーションの実施については、入札説明書に基づき実施する。 



 

 
 

（様式１号） 

 

提出者

頁 章 節 項 (　) 　） ① ア (ア)

例 入札説明書 工事の実績 25 4 2 1 3 ② エ (イ)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

資料No 質問事項 質問内容

質 問 者 名

連　絡　先

電　　　話：

入札説明書等の対応ページ及び対応部分

Ｆ　Ａ　Ｘ：

電子メール：

広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業
入札参加資格に関する質問書

商号又は名称

所　在　地

部　　　署



 

 
 

（様式２号） 

 

 

提出者

頁 章 節 項 (　) 　） ① ア (ア)

例 入札説明書
郵送による入札
について

36 6 1 1 1 ①

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

No 資料 質問事項

入札説明書等の対応ページ及び対応部分

質問内容

部　　　署

質 問 者 名

連　絡　先

電　　　話：

Ｆ　Ａ　Ｘ：

電子メール：

広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業
入札説明書等に関する質問書

商号又は名称

所　在　地

 



 

（様式３号） 

 

入札参加表明書 

 

2025 年（令和７年）   月   日 

 

 

（あて先） 

広 島 市 長 

 

 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

 

2025 年（令和７年）9 月 19 日（金）付けで公告された「広島市西部水資源再生センター

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業」に係る一般競争入札・総合評価落札方式（技術提

案評価型）への参加について、入札参加資格審査申請書に示す構成員による____________※

1グループとして参加することを、構成員一覧表及び委任状を添えて表明します。 

 

 

 代表企業の担当者 

担当者名  

所属・役職  

連絡先住所  

電 話  

F A X 
 

電子メール  

 

※１ 単一企業、複数企業による応募を問わず代表企業名とすること。 

 

 

 



 

（様式４号） 

 

入札参加資格審査申請書 

 

2025 年（令和７年）   月   日 

 

 

（あて先） 

広 島 市 長 

 

 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

                    

 

2025 年（令和７年）9 月 19 日（金）付けで公告された「広島市西部水資源再生センター

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業」の入札公告に基づき入札参加資格審査の関係書類

を添付して申請します。 

なお、入札公告に規定する入札参加資格を満たしていること及び添付書類の記載事項が

事実と相違ないことを誓約します。 

 

 



 

添付書類確認書 

 

□ 入札参加表明書（様式３号） 

□ 入札参加資格審査申請書（様式４号） 

□ 構成員一覧表（様式 5-1 号） 

□ 資本的関係・人的関係調書（様式 5-2 号） 

□ 設計・制作体制調書（様式 5-3 号） 

□ 技術的支援体制調書（様式 5-4 号） 

□ 委任状（様式６号） 

□ 入札参加資格審査調書（設計業務）（様式 7-1 号） 

□ テクリスの登録データ等、応募者の入札参加資格要件としている履行実績が確認

できる資料の写し 

□ 広島市税の納税証明書（写し） 

□ 消費税及び地方消費税の納税証明書（写し） 

□ 入札参加資格審査調書（設計業務：委託）（様式 7-2 号） 

□ 建築担当技術者の一級建築士の資格を有することが確認できる資料の写し 

□ 法定による免許及び資格等を証明する書類の写し 

□ 配置予定技術者が設計業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること

を証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマス

キングすること。）等の写し 

□ 広島市税の納税証明書（写し） 

□ 消費税及び地方消費税の納税証明書（写し） 

□ 入札参加資格審査調書（施工業務）（様式 7-3 号） 

□ 施工業務を行う企業の特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類の写し 

□ 施工業務を行う企業の入札参加資格審査申請書提出日前１年７か月以内の日を審

査基準日とする経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し 

□ CORINS の登録データ等、応募者の入札参加資格要件としている施工実績が確認

できる資料の写し 

□ 広島市税の納税証明書（写し） 

□ 消費税及び地方消費税の納税証明書（写し） 

□ 社会保険（健康保険及び厚生年金保険）・労働保険（雇用保険）への加入及び未納

がないことの証明書類等 

□ 入札参加資格審査調書（維持管理・運営業務）（様式 7-4 号） 

□ 維持管理・運営業務を行う企業の下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和 62 

年建設省告示第 1348 号）第２条第１項の規定に基づく国土交通大臣の登録を受

けていることが確認できる資料の写し 

□ 応募者の入札参加資格要件としている履行実績が確認できる資料の写し 

□ 広島市税の納税証明書（写し） 

□ 消費税及び地方消費税の納税証明書（写し） 

□ 入札参加資格審査調書（その他企業）（様式 7-5 号）  

□ 設計業務を行う企業の配置予定技術者調書（様式 8-1 号） 

□ 法定による免許及び資格等を証明する書類の写し 

□ 配置予定技術者が入札参加資格審査書類の提出日以前３か月以上の直接的かつ恒

常的な雇用関係であることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・



 

番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写し 

□ 施工業務を行う企業の配置予定技術者等調書（様式 8-2 号） 

□ 監理技術者資格者証（表面及び裏面）の写し（監理技術者） 

□ 主任技術者となる資格を有する書類の写し（主任技術者） 

□ 監理技術者又は主任技術者の施工実績を確認できる書類の写し 

□ 配置予定技術者等が入札参加資格審査書類の提出日以前３か月以上の直接的かつ

恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記

号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写し 

□ 返信用封筒（入札参加資格審査の結果通知用として、長形３号封筒に代表企業の宛先

を明記し、簡易書留料金（460 円）の郵便切手を貼付したもの。） 

 

注記） 

１．上記の□印部分には、提出書類及び添付書類を確認した上で、チェック（☑）する

こと。 



 

 

（様式５-１号） 

構成員一覧表 

 

番号 １．代表企業（機械工事施工企業） 備考 

１ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

 

番号 ２．設計業務を行う企業 備考 

１ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

 

番号 ３．施工業務を行う企業 備考 

１ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

２ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

３ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

 

 

 

 



 

 

番号 ４．維持管理・運営業務を行う企業 備考 

１ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

２ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

３ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

 

番号 ５．その他企業 備考 

１ 

所 在 地  

 

商 号 又 は 名 称  

業 務 内 容  

代表者職・氏名  印 

 

番号 ６．SPC（設立する場合） 備考 

１ SPC の担う役割   

注記） 

１．構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加すること。また、施工業務及

び維持管理・運営業務については、企業数に応じて、不要となる記載欄を削除するこ

と。 

２．設計業務及び施工業務において、特定建設工事共同企業体とする場合は、該当する企

業の備考欄に「建設 JV」と記載し、特定建設工事共同企業体の代表者は、該当する企

業の備考欄に「建設 JV（代表）」と記載すること。 

３．維持管理・運営業務において、運営業務共同企業体とする場合は、該当する企業の備

考欄に「運営 JV」と記載し、運営業務共同企業体の代表者は、該当する企業の備考欄

に「運営 JV（代表）」と記載すること。 

４．維持管理・運営業務について、特別目的会社（以下「SPC」という。）を設置する場合

は、SPC に出資する企業の備考欄に「構成企業」と記載すること。また、SPC の代表

企業は、備考欄に「構成企業（代表）」、SPC から維持管理・運営業務の一部を委託さ



 

 

れる構成員のうち、構成企業以外の企業は「協力企業」と記載すること。 

５．各業務に関する企業の記載は、構成員のみとし、設計業務、施工業務及び維持管理・

運営業務に関する下請企業は記載しないこと。 

６．「１．代表企業（機械工事施工企業）」は「３．施工業務を行う企業」及び「４．維持

管理・運営業務を行う企業」にも記載すること。 

７．施工業務を行う企業が設計業務を行う場合は、「２．設計業務を行う企業」にも記載す

ること。なお、施工業務を行う企業が設計業務の一部を委託する場合には、「２．設計

業務を行う企業」の欄に受託する企業の必要事項を記載押印し、「２．設計業務を行う

企業」という記載を「２．設計業務を行う企業（委託）」に修正すること。 

 



 

 

（様式５-２号） 

資本的関係・人的関係調書 
令和  年  月  日 

 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 
当社と資本的関係及び人的関係等のある者は、次のとおり相違ありません。 

※ 記載の対象は、広島市競争入札参加資格者として認定されている者（入札説明書４

－７－４項に示す申請手続きを行う者を含む。）です。 

 

１ 資本的関係に関する事項 

①  会社法第２条第４号の２の規定による親会社等 

商号又は名称 
○○建設株式会社 

 

②  会社法第２条第３号の２の規定による子会社等 

商号又は名称 
該当なし 

 

③  ①に記載した親会社等の他の子会社等（自社を除く） 

商号又は名称 
該当なし 

 

(注) 親会社等は、持株会社等も記載の対象となります。 

 

２ 人的関係に関する事項 

① 役員等の兼任の状況（代表権を有する者が同一である会社等についても記載。） 

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職 

役職 氏名 商号又は名称 役職 

代表取締役 ○○ ○○ △△建設コンサルタント株式会社 取締役 

    

    

    

② 役員等が夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社等 

当社の役員等 
夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社等及

び役職等 

役職 氏名 商号又は名称 役職、氏名及び続柄 

該当なし    

    

※ 「親会社等」とは、会社法第２条第４号の２の規定による親会社等をいう。 
※ 「子会社等」とは、会社法第２条第３号の２の規定による子会社等をいう。 
※ 「会社等」とは、株式会社（特例有限会社を含む。）、合名会社、合資会社、合同

会社、組合、共同企業体、設計共同体又は個人事業主をいう。 
※ 「役員等」とは、次の者をいう。 

・ 株式会社（特例有限会社を含む。）の取締役（社外取締役を含む。ただし、指名

委員会等設置会社の取締役を除く。） 
・ 持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の業務を執行する社員 



 

 

・ 組合の理事又はこれらに準ずる者 
・ 会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任され

た管財人 
・ 指名委員会等設置会社における執行役 

 ※ 取締役には、非常勤を含む。 
※ 監査役、会計参与、執行役員は該当しない。 

   ※ 「夫婦」は法律上のものに限る。 
   ※ 「親子」は、民法上の規定による実子のほか、普通養子及び特別養子の関係に 
     あるものをいう。 
   ※ 「兄弟姉妹」は、血族関係にあるものをいい、姻族関係にあるもの（配偶者の 
     兄弟姉妹）は含まない。 
 
３ 複合的関係に関する事項 

① 上記１及び２が複合した関係にある会社等 

商号又は名称 所在地 関係 

該当なし   

   

 

４ その他(１、２又は３と同視しうる関係があると認められる場合) 

 ① 本店、支店等の営業所の所在地が同一場所にあり入札の適正さが阻害されると認 

   められる会社等 

商号又は名称 所在地 関係 

該当なし   

   

 ② 社員が他の会社等の事務や営業にかかわっており入札の適正さが阻害されると認 

   められる会社等 

商号又は名称 所在地 関係 

該当なし   

   

③ その他入札の適正さが阻害されると認められる会社等（組合とその構成員、若し 

  くは共同企業体又は設計共同体とその構成員など。） 

商号又は名称 所在地 関係 

該当なし   

   

 

※ １資本的関係及び２人的関係については、形式的に判断できる関係であるが、実

質的にこれらと同視しうる入札の適正さが阻害される関係がある場合も、同一の入

札に参加することについては、公正な入札が阻害される恐れがあるため、実効ある

競争の確保の観点から入札の参加を制限を行う。 

     したがって、同一入札の参加について入札価格や入札意思などを相談するなど

の関係がある場合は同一入札への参加が制限される。 

※ 記入欄がたりないときは、適宜記入欄を追加して用いること。なお、別紙とな

る場合は、左上をステー プラーで綴じこみ、別紙にも記名すること。 

※ 該当のない事項については、その欄に「該当なし」と記載すること。 

 
 
 
 



 

 

 
【同一入札への参加が制限される事例】 

 

 

         Ａ 社   ２ 人的関係（役員等兼任等） Ｄ 社  ２ 人的関係（役員等兼任等）Ｅ 社  

                                                  
 

   １ 親子関係等 

                             ３ 資本的関係と人的関係の複合的関係 

      Ｂ 社       Ｃ 社  

     １  親会社等が同じ子会社等 

 

※ 上記の関係がある場合、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ社は、いずれか 1 者のみの入札 
  参加となります。 
※ １について、子会社等又は子会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定す 

  る再生手続が存続中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社 

  である場合は除く。 

※ ２について、一方の会社等の役員等が他方の会社等の管財人を兼任している場合 

  を除いて、会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続 

  中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社である場合は除く。 

 

 



 

 

（様式５-３号） 

令和  年  月  日 

 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

下記調書のとおり相違ないことを誓約します。 

 

設 計 ・ 製 作 体 制 調 書 
（事業名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業） 

実 施 体 制 の 項 目 記 載 す る 内 容 

設計管理 設計担当部署 住 所：○○市○○区○○町○丁目○番○号 

  会 社 名：㈱○○○○○ 

  電話番号：00-0000-0000 

   部署組織：代表取締役 

             └─○○部 

└─○○課 

住所：○○ 

電話：○○ 

担当：○○ 

（設計部署組織表を添付すること。）

 設計部署の技術者数 

(当該部門のみ） 

資格種類：○○士   ○○名 

            ○○士   ○○名 

 ＩＳＯ認証 ＩＳＯ規格 ： 

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）

工程管理 工程管理担当部署 住 所：○○市○○区○○町○丁目○番○号 

  会 社 名：㈱○○○○○ 

  電話番号：00-0000-0000 

   部署組織：代表取締役 

             └─○○部 

└─○○課 

住所：○○ 

電話：○○ 

担当：○○ 

（工程管理部署組織表を添付すること。）

 ＩＳＯ認証 ＩＳＯ規格 ： 

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）



 

 

 

実 施 体 制 の 項 目 記 載 す る 内 容 

検査・試験 検査・試験担当部署 住 所：○○市○○区○○町○丁目○番○号 

  会 社 名：㈱○○○○○ 

  電話番号：00-0000-0000 

   部署組織：代表取締役 

             └─○○部 

└─○○課 

住所：○○ 

電話：○○ 

担当：○○ 

（検査・試験部署組織表を添付すること。）

 ＩＳＯ認証 ＩＳＯ規格 ： 

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）

※ 分担施工方式を採用する特定建設工事共同企業体においては、プラント機械設備及びプラント電気設 

   備を設計・製作する企業ごとに作成すること。 

※ 本工事において体制が変更となる場合は、関係書類を添付し、その体制を本調書で提出すること。 

※ ＩＳＯの認証を取得していない場合は、各内容に関するマニュアルなど資料の写し等を添付すること。



 

 

（様式５-４号） 

令和  年  月  日 

 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

下記調書のとおり相違ないことを誓約します。 

 

技 術 的 支 援 体 制 調 書 

 

（事業名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業） 

設備等引渡し後における体制の項目 記 載 す る 内 容 

障害時支援 支援担当部署 住 所：○○市○○区○○町○丁目○番○号 

  会 社 名：㈱○○○○○ 

  電話番号：00-0000-0000 

   部署組織：代表取締役 

              └─○○部 

└─○○課 

住所：○○ 

電話：○○ 

担当：○○ 

（支援担当部署組織表を添付すること。）

 支援担当部署の技術者数

(当該部門のみ） 

資格種類：○○士   ○○名 

            ○○士   ○○名 

補修部品供給 補修部品供給担当部署 住    所：○○市○○区○○町○丁目○番○号 

  会 社 名：㈱○○○○○ 

  電話番号：00-0000-0000 

   部署組織：代表取締役 

              └─○○部 

└─○○課 

住所：○○ 

電話：○○ 

担当：○○ 

（補修部品供給担当部署組織表を添付すること。）

 補修部品の供給保証期間 年   （  年  月  日まで） 



 

 

 

設備等引渡し後における体制の項目 記 載 す る 内 容 

技術的内容に 

ついての問い 

合わせ等への 

対応 

技術的内容についての 

問い合わせ等への対応

担当部署 

住    所：○○市○○区○○町○丁目○番○号 

会 社 名：㈱○○○○○ 

電話番号：00-0000-0000 

 部署組織：代表取締役 

              └─○○部 

└─○○課 

住所：○○ 

電話：○○ 

担当：○○ 

（技術的内容についての問い合わせ等への対応担

当部署組織表を添付すること。） 

 支援担当部署の技術者数

(当該部門のみ) 

資格種類：○○士   ○○名 

     ○○士   ○○名 

 対応する時間帯  

※ 分担施工方式を採用する特定建設工事共同企業体においては、プラント機械設備及びプラント電気設 

   備を設計・製作する企業ごとに作成すること。 

※ 体制が変更となる場合は、関係書類を添付し、その体制を本調書で提出すること。 

 

 

 

 



 

 

（様式６号） 

 

2025 年（令和７年）   月   日 

委 任 状 

［代表企業への委任状］ 
 

（あて先） 

広 島 市 長 

 

設計業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

施工業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

施工業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

施工業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

維持管理・運営業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

 

 

 



 

 

維持管理・運営業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

維持管理・運営業務を行う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

付帯事業を担う企業 

（構成員）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

私達は、以下のとおり受任者を構成員の代表企業とし、入札参加表明書の提出日から基

本協定の締結の日までの期間において、広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化

施設更新・運営事業に関する権限を代表企業に委任します。 

 

受任者 

 

所 在 地       

商号又は名称                        

代 表 者 職 ・ 氏 名 

 

印 

委任事項 １．下記事業に関する入札参加表明について 

２．下記事業に関する入札参加資格審査申請について 

３．下記事業に関する入札の辞退について 

４．下記事業に関する入札及び技術提案について 

５．下記事業に関する基本協定の締結について 

事業名 
広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施

設更新・運営事業 

注記） 

１．構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加すること。 

 

 



 

 

（様式 7-1 号） 

入札参加資格審査調書（設計業務） 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 構成員名（設計業務） ：                           

（１／●） 

項 目 内  容 

入 札 参 加 資 格  

履  

  

 

行  

 

 

実 

 

 

績 

業 務 委 託 名  

発 注 機 関 名  

業 務 場 所  

履 行 期 間  

施 設 の 種 類  

最終契約金額 

（税込） 
 

受 注 形 態 単体／JV（代表企業） 

テ ク リ ス 

登 録 番 号 
 

業 務 概 要 

（300 字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．入札参加資格は、入札説明書において応募者の入札参加資格要件としている令和７・

８年度広島市建設コンサルタント業務等競争入札参加資格者として、業務の種類が土

木関係建設コンサルタント業務の登録種目「下水道」で登録されているものであるこ

と。 

２．テクリスに登録されている設計においては、登録データ（業務完了時カルテ）を提出

すること。なお、登録データでは応募者の入札参加資格要件の実績を有することが判

明できない場合、又はテクリスに登録されていない設計については、図面や発注者の

証明等、応募者の入札参加資格要件が確認できる資料（仕様書及び契約書等の写し等）

を添付すること。 

３．広島市税の納税証明書の写しを添付すること。 

４．消費税及び地方消費税の納税証明書の写しを添付すること。 

 

 



 

 

（様式 7-2 号） 

入札参加資格審査調書（設計業務：委託） 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 委託企業名（設計業務） ：                           

（１／●） 

項 目 内  容 

一 級 建 築 士 

配置予定技術者

の 氏 名 
 

 

法定による免

許 ・ 資 格 等 
 

 

注記） 

１．本様式は、施工業務を行う企業が設計業務を行う場合で、かつ入札参加資格要件を満

たすために、別途設計企業に委託を行うことで対応する場合に使用し、入札説明書 ４

－２項（１）２）に示す内容に準拠する。 

２．建築担当技術者の一級建築士の資格を有することが確認できる資料の写しを添付する  

  こと。 

３．法定による免許及び資格等を証明する書類の写しを添付すること。 

４．配置予定技術者が設計業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証

明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングす

ること。）等の写しを添付すること。 

５．広島市税の納税証明書の写しを添付すること。 

６．消費税及び地方消費税の納税証明書の写しを添付すること。 

 

 



 

 

（様式 7-3 号） 

入札参加資格審査調書（施工業務） 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 構成員名（施工業務） ：                           

（１／●） 

項 目 内  容 

入 札 参 加 資 格  

施  

  

 

工  

 

 

実 

 

 

績 

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 事 場 所  

工 期  

施 設 の 種 類  

最終請負金額 

（税込） 
 

受 注 形 態 単体／JV（代表企業） 

C O R I N S 

登 録 番 号 
 

工 事 概 要 

（300 字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．入札参加資格は、入札説明書 ４－２項（１）３）に示す内容に準拠する。 

２．本様式は、特定建設工事共同企業体の場合は、構成員ごとに作成すること。 

３．特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類の写しを添付すること。 

４．入札参加資格審査申請書提出日前１年７か月以内の日を審査基準日とする経営規模等  

  評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを添付すること。 

５．CORINS に登録されている工事においては、登録データ（竣工時工事カルテ）を提出

すること。なお、登録データでは応募者の入札参加資格要件の実績を有することが判

明できない場合、又は CORINS に登録されていない工事については、図面や発注者の証

明等、応募者の入札参加資格要件が確認できる資料（仕様書及び契約書等の写し等）

を添付すること。 

６．広島市税の納税証明書の写しを添付すること。 

７．消費税及び地方消費税の納税証明書の写しを添付すること。 

８．社会保険（健康保険及び厚生年金保険）・労働保険（雇用保険）への加入及び未納がな

いことの証明書類等の写しを添付すること。 



 

 

（様式 7-4 号） 

入札参加資格審査調書（維持管理・運営業務） 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 構成員名（維持管理・運営業務） ：                          

（１／●） 

項 目 内  容 

入 札 参 加 資 格  

履  

  

 

行  

 

 

実 

 

 

績 

業 務 委 託 名  

発 注 機 関 名  

履 行 場 所  

履 行 期 間  

対 象 施 設  

最終契約金額 

（税込） 
 

受 注 形 態 単体／JV（代表企業）／SPC（運転操作及び監視業務委託企業） 

業 務 概 要 

（300 字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記） 

１．入札参加資格は、入札説明書の４－２項（２）に示す内容に準拠する。 

２．本様式は、運営業務共同企業体又は SPC を設立する場合は、構成員ごとに作成するこ 

  と。 

３．下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和 62 年建設省告示第 1348 号）第２条第 

  １項の規定に基づく国土交通大臣の登録を受けていることが確認できる資料の写しを 

  添付すること。 

４．維持管理又は運営業務において、応募者の入札参加資格要件の実績を有することを証

明できる仕様書及び契約書等の写し等を提出すること。 

５．広島市税の納税証明書の写しを添付すること。 

６．消費税及び地方消費税の納税証明書の写しを添付すること。 

 



 

 

（様式 7-5 号） 

入札参加資格審査調書（その他企業） 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 構成員名（その他企業） ：                          

（１／●） 

項 目 内  容 

業 務 内 容  

業 務 内 容 に応 じた 

入 札 参 加 資 格 

 

注記） 

１．その他企業が担う業務内容に応じた広島市競争入札参加資格を記載すること。 

２．本様式は、その他企業が複数となる場合は構成員ごとに作成すること。 

３．広島市税の納税証明書の写しを添付すること。 

４．消費税及び地方消費税の納税証明書の写しを添付すること。 

 

 

 



 

 

（様式 8-1 号） 

設計業務を行う企業の配置予定技術者調書 

 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 構成員名（設計） ：                             

（１／●） 

項 目 内  容 

管理技術者 

配置予定技術者の氏名  

法定による免許・資格等  

照査技術者 

配置予定技術者の氏名  

法定による免許・資格等  

担当技術者 

配置予定技術者の氏名  

法定による免許・資格等  

建築担当技術者 

配置予定技術者の氏名  

法定による免許・資格等  

注記） 

１．法定による免許及び資格等を証明する書類の写しを添付すること。 

２．施工業務を行う企業が設計業務を行う場合においても、本様式を用いて記載すること。 

３．配置予定技術者等が入札参加資格審査書類の提出日以前３か月以上の直接的かつ恒常  

  的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及 

  び保険者番号をマスキングすること。）等の写しを添付すること。 

 

 



 

 

（様式 8-2 号） 

施工業務を行う企業の配置予定技術者等調書 

１ 事 業 名 ：広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                     

 

２ 構成員名（施工） ：                            

（１／●） 

項 目 内  容 

配 置 予 定 技 術 者 等 

の 氏 名 
 

業 務 担 当 監理技術者（建築）／監理技術者（機械）／現場代理人 

監理技術者資格者証 
交 付 番 号 

 

営 業 所 技 術 者 等 
の 氏 名 

 

経営業務の管理責任者
等 の 氏 名 

 

予 定 下 請 契 約 金 額  

手 持 ち 工 事 の 有 無 
（下請工事も含む） 

 

重 複 申 請 の 有 無  

注記） 

１．本様式は、特定建設工事共同企業体の場合は、構成員ごとに作成すること。 

２．本様式は、監理技術者、主任技術者又は現場代理人ごとに作成すること。 

３．入札参加資格審査書類提出時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の配置

予定技術者を認めるが、この場合、配置予定技術者ごとに別葉とすること。 

４．資格等を証明する書類（監理技術者資格者証の表面と裏面又は主任技術者となる資格 

  を有する書類）の写しを添付すること。 

５．監理技術者又は主任技術者の施工実績を確認できる書類の写しを添付すること。 

６．配置予定技術者等が入札参加資格審査書類の提出日以前３か月以上の直接的かつ恒常  

  的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及 

  び保険者番号をマスキングすること。）等の写しを添付すること。 

７．出向者、派遣社員、営業所技術者等及び経営業務の管理責任者等は、技術者及び現場

代理人になることはできない。なお、営業所技術者等（営業所技術者又は特定営業所

技術者をいう。）及び経営業務の管理責任者等（建設業許可申請書に添付した「経営業

務の管理責任者証明書」に記載した経営業務の管理責任者、「常勤役員等（経営業務の

管理責任者等）証明書」に記載した常勤役員等並びに「常勤役員等及び当該常勤役員

等を直接に補佐する者の証明書」に記載した常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に

補佐する者をいう。）は、専任で配置することを求められている主任（監理）技術者に

はなれない。ただし、建設業法第 26 条の５の各号に掲げる要件を満たす営業所技術者

等については、この限りではない。 



 

 

（様式 9-1 号） 

 

〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書（共同施工方式） 

 

（目的） 

第 1 条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1) 広島市の発注に係る「広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・

運営事業」における下水汚泥再資源化施設等及び脱水汚泥受入施設等の建設工事（当

該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下「建設工事」という。）の請負 

(2) 前号に付帯する事業 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、〇〇・△△特定建設工事共同企業体（以下｢企業体｣という。）と

称する。 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を広島市〇区〇〇町〇番〇号、〇〇会社〇〇支店内に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３

か月を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわら

ず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

（構成員の所在地及び商号） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

(所在地) 

(商 号) 

(所在地) 

(商 号) 

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、○○会社を代表者とする。 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行

うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代

金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権

限を有するものとする。 

（構成員の出資の割合等） 

第８条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発

注者との間に契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものと

する。 

○○会社 〇〇％ 

△△会社 〇〇％ 

２ 金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上構成員が協議して評価す

るものとする。 

 



 

 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の

施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関

する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとす

る。 

（構成員の責任） 

第１０条 各構成員は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施

に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第１１条 当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠し

た代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。 

（決算） 

第１２条 当企業体は、工事竣工の都度、当該工事について決算するものとする。 

（利益金の配当の割合） 

第１３条 決算の結果、利益金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構

成員に利益金を配当するものとする。 

（欠損金の負担の割合） 

第１４条 決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構

成員が欠損金を負担するものとする。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

（工事途中における構成員の脱退に対する措置） 

第１６条 構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が建設工事を完

成する日までは脱退することができない。 

２ 構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、

残存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。 

３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合

は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している

出資の割合により分割し、これを第８条に規定する出資の割合に加えた割合とする。 

４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠

損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負

担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。 

５ 決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 

（構成員の除名） 

第１６条の２ 当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不

履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注

者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。 

２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。 

３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項まで

を準用するものとする。 

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１７条 構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、

第１６条第２項から第５項までの規定を準用する。 



 

 

（解散後の契約不適合責任） 

第１８条 当企業体が解散した後においても、当該工事につき引き渡された工事目的物が

種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるときは、各構成員は共同連帯

してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 

 

○○会社（代表会社名）外１社は、上記のとおり〇〇・△△特定建設工事共同企業体協

定を締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、

１通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※ 共同企業体の構成員の数が異なる場合もこの様式に準じて作成すること。） 



 

 

（様式 9-2 号） 

 

〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書（分担施工方式） 

 

（目的） 

第 1 条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1) 広島市の発注に係る「広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・

運営事業」における下水汚泥再資源化施設等及び脱水汚泥受入施設等の建設工事（当

該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下「建設工事」という。）の請負 

(2) 前号に付帯する事業 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、〇〇・△△特定建設工事共同企業体（以下｢企業体｣という。）と

称する。 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を広島市〇区〇〇町〇番〇号、〇〇会社〇〇支店内に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３

か月を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわら

ず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

（構成員の所在地及び商号） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

(所在地) 

(商 号) 

(所在地) 

(商 号) 

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、○○会社を代表者とする。 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行

うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代

金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権

限を有するものとする。 

（分担工事等） 

第８条 構成員の建設工事の分担（以下「分担工事」という。）は、別に定めるところによ

るものとする。ただし、分担工事の一部につき発注者と契約内容の変更（増減等）があ

ったときは、それに応じて分担内容及び分担金額の変更が生じるものとする。 

２ 前項に規定する分担工事の額については、運営委員会で定める。 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、建設工事の完成に当たるも

のとする。 

 



 

 

（構成員の責任） 

第１０条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担工事の進捗を

図り、請負契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第１１条 当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠し

た代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。 

（構成員の必要経費の分配） 

第１２条 構成員は分担工事の施工のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費

の分配を受けるものとする。 

（共通費用の分担） 

第１３条 建設工事施工中発生した共通の経費等については、分担工事額の割合により毎

月１回運営委員会において各構成員の分担額を決定するものとする。 

（構成員の相互間の責任の分担） 

第１４条 構成員がその分担工事に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員

がこれを負担するものとする。 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協

議するものとする。 

３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うもの

とする。 

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する当企業体の責任を免れ

るものではない。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

（工事途中における構成員の脱退に対する措置） 

第１６条 構成員は、当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。 

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１７条 構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、

残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担工事を完成するものとする。 

２ 前項の場合において、第１４条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（解散後の契約不適合責任） 

第１８条 当企業体が解散した後においても、当該工事につき引き渡された工事目的物が

種類又は品質に関して契約の内容に適合しないものであるときは、各構成員は共同連帯

してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 



 

 

 

○○会社（代表会社名）外１社は、上記のとおり〇〇・△△特定建設工事共同企業体協

定を締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、

１通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※ 共同企業体の構成員の数が異なる場合もこの様式に準じて作成すること。） 



 

 

 

〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書 

 

広島市発注に係る下記工事については、〇〇・△△特定建設工事共同企業体協定書第８

条の規定により、当企業体構成員が分担する工事を次のとおり定める。 

 

記 

 

１ 工事件名 広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業に係

る設計・施工業務 

 

２ 分  担 

（１）（代表者の商号又は名称）      プラント設備工事部分 

     〇〇〇〇〇〇工事部分 

 

 

（２）（構成員の商号又は名称）      〇〇〇〇〇〇工事部分 

     〇〇〇〇〇〇工事部分 

 

 

○○会社外１社は、上記のとおり工事の分担について定めたので、その証拠としてこの協

定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１通は発注者に提出し、他は各自所持す

るものとする。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 



 

 

（様式 9-3 号） 

〇〇・△△運営業務共同企業体協定書（共同業務方式） 

 

（目的） 

第 1 条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1) 広島市の発注に係る「広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・

運営事業」における下水汚泥再資源化施設等の維持管理・運営業務（当該業務内容の

変更に伴う業務を含む。以下「運営業務」という。）の受託 

(2) 前号に付帯する事業 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、〇〇・△△運営業務共同企業体（以下｢企業体｣という。）と称す

る。 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を広島市〇区〇〇町〇番〇号、〇〇会社〇〇支店内に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、運営業務の委託契約の履行後３

か月を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 運営業務を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわら

ず、当該運営業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。 

（構成員の所在地及び商号） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

(所在地) 

(商 号) 

(所在地) 

(商 号) 

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、○○会社を代表者とする。 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、運営業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行

うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに委託料

の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。 

（構成員の出資の割合等） 

第８条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該運営業務について発

注者との間に契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものと

する。 

○○会社 〇〇％ 

△△会社 〇〇％ 

２ 金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上構成員が協議して評価す

るものとする。 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務の

履行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関



 

 

する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、業務の完了に当たるものとする。 

（構成員の責任） 

第１０条 各構成員は、運営業務の委託契約の履行及び下請契約その他の運営業務の実施

に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第１１条 当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠し

た代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。 

（決算） 

第１２条 当企業体は、各年度の業務完了の都度、当該業務について決算するものとする。 

（利益金の配当の割合） 

第１３条 決算の結果、利益金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構

成員に利益金を配当するものとする。 

（欠損金の負担の割合） 

第１４条 決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構

成員が欠損金を負担するものとする。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

（業務途中における構成員の脱退に対する措置） 

第１６条 構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、業務委託期間が終了する

日までは、脱退することができない。 

２ 構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、

残存構成員が業務委託期間の終了する日までは、業務を履行する。 

３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合

は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している

出資の割合により分割し、これを第８条に規定する出資の割合に加えた割合とする。 

４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠

損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負

担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。 

５ 決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 

（構成員の除名） 

第１６条の２ 当企業体は、構成員のうちいずれかが、業務途中において重要な義務の不

履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注

者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。 

２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。 

３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項まで

を準用するものとする。 

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１７条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、

第１６条第２項から第５項までの規定を準用する。 

（解散後の契約不適合責任） 

第１８条 当企業体が解散した後においても、当該業務につき業務成果物（引き渡された

業務対象施設の性能機能を含む。）が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの

であるときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 



 

 

（協定書に定めのない事項） 

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 

 

○○会社（代表会社名）外１社は、上記のとおり〇〇・△△運営業務共同企業体協定を

締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１

通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※ 共同企業体の構成員の数が異なる場合もこの様式に準じて作成すること。） 



 

 

（様式 9-4 号） 

〇〇・△△運営業務共同企業体協定書（分担業務方式） 

 

（目的） 

第 1 条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1) 広島市の発注に係る「広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・

運営事業」における下水汚泥再資源化施設等の維持管理・運営業務（当該業務内容の

変更に伴う業務を含む。以下「運営業務」という。）の受託 

(2) 前号に付帯する事業 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、〇〇・△△運営業務共同企業体（以下｢企業体｣という。）と称す

る。 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を広島市〇区〇〇町〇番〇号、〇〇会社〇〇支店内に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に成立し、運営業務の委託契約の履行後３

か月を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 運営業務を受託することができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわら

ず、当該運営業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。 

（構成員の所在地及び商号） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

(所在地) 

(商 号) 

(所在地) 

(商 号) 

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、○○会社を代表者とする。 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、運営業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行

うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに委託料

の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。 

（分担業務等） 

第８条  構成員の維持管理・運営業務の分担（以下「分担業務」という。）は、別に定める

ところによるものとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更（増

減等）があったときは、それに応じて分担内容及び分担金額の変更が生じるものとする。 

２ 前項に規定する分担業務の額については、運営委員会で定める。 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務の

履行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関

する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、業務の完了に当たるものとする。 

 

 



 

 

（構成員の責任） 

第１０条  各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を

図り、委託契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第１１条 当企業体の取引金融機関は、〇〇銀行〇〇支店とし、共同企業体の名称を冠し

た代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。 

（構成員の必要経費の分配） 

第１２条 構成員は分担業務の実施のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費

の分配を受けるものとする。 

（共通費用の分担） 

第１３条 維持管理・運営業務中発生した共通の経費等については、分担業務額の割合に

より毎月１回運営委員会において各構成員の分担額を決定するものとする。 

（構成員の相互間の責任の分担） 

第１４条 構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員

がこれを負担するものとする。 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協

議するものとする。 

３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うもの

とする。 

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する当企業体の責任を免れ

るものではない。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

（業務途中における構成員の脱退に対する措置） 

第１６条 構成員は、当企業体が維持管理・運営業務が完了する日までは脱退することが

できない。 

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１７条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、

残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完成するものとする。 

２ 前項の場合においては、第１４条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（解散後の契約不適合責任） 

第１８条 当企業体が解散した後においても、当該業務につき業務成果物（引き渡された

業務対象施設の性能機能を含む。）が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの

であるときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 



 

 

○○会社（代表会社名）外１社は、上記のとおり〇〇・△△運営業務共同企業体協定を

締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１

通は発注者に提出し、他は各自所持するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※ 共同企業体の構成員の数が異なる場合もこの様式に準じて作成すること。） 



 

 

 

〇〇・△△運営業務共同企業体協定書第８条に基づく協定書 

 

広島市発注に係る下記業務については、〇〇・△△運営業務共同企業体協定書第８条の

規定により、当企業体構成員が分担する業務を次のとおり定める。 

 

記 

 

１ 業 務 名 広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業に係

る維持管理・運営業務 

 

２ 分  担 

（１）（代表者の商号又は名称）      〇〇〇〇〇〇業務部分 

     〇〇〇〇〇〇業務部分 

 

 

（２）（構成員の商号又は名称）      〇〇〇〇〇〇業務部分 

     〇〇〇〇〇〇用務部分 

 

 

○○会社外１社は、上記のとおり業務の分担について定めたので、その証拠としてこの協

定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、１通は発注者に提出し、他は各自所持す

るものとする。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 

所在地 

商 号 

代表者職氏名              ㊞ 

 

 



 

 

 （様式 10-1 号） 

 

 

 

 

広島市西部水資源再生センター 

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業 
 

 

 

 

 

技 術 提 案 書 

（ 正  本 ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応募者番号  

 

 

 



 

 

（様式 10-2 号） 

 

技術提案内容に関する確約書 

 

2025 年（令和 7 年）   月   日 

 

 

（あて先） 

広 島 市 長 

 

 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

 

記 

 

       グループ※1は、2025 年（令和７年）９月 19 日（金）付けで公告された

広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業に関し、提出する技

術提案書の記載事項が要求水準書などの公告資料の一切の内容を満足し、同時に提出する

副本と正本の内容が相違ないことを確約します。 

 

※１ 単一企業、複数企業による応募を問わず代表企業名とする。 

 

 



 

 

（様式 11-1 号） 

 

 

 

 

広島市西部水資源再生センター 

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業 
 

 

 

 

 

技 術 提 案 書 

（ 副  本 ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応募者番号  

 

 

 

  



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.１ 事業の安定性_設計・施工業務の実績 

提 案 内 容 

機械工事施工企業（複数社で構成する場合は、応募者の代表企業とする。）が、本事業

と同じ技術方式を採用した施設に係る設計・施工業務の実績を有する場合は、該当する

事業の施設規模、稼働年数及び処理方式を下表に全て記述すること。ただし、実績は設

計・施工業務の代表企業として請け負った実績に限る。 

また、下表に記載した実績については、別紙に実績の概要を記載し、実績を有するこ

とを証する書類を添付すること（本様式の別紙及び添付資料は、枚数規定（１枚以内）

の対象外とする。）。ただし、副本には別紙及び添付資料を添付しないこと。 

 

【実績一覧記入表】 

No. 

（別紙番号） 
施設規模 稼働年数 処理方式 

記入例 100(m3/日) 〇〇年 〇〇炭化方式 

１    

２    

３    

４    

５    

 

 

※提案書：A4 判１枚以内（実績一覧表は適宜行を追加すること。） 

（１／１） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.２ 事業の安定性_維持管理・運営業務の実績 

提 案 内 容 

運転操作及び監視業務を担う企業が、本事業と同じ技術方式を採用した施設に係る維

持管理・運営業務の実績を有する場合は、該当する施設規模、稼働年数及び処理方式を

下表に全て記述すること。ただし、共同企業体の実績は、共同運営方式においては出資

割合が 20％以上のもの、分担運営方式においては「運転操作及び監視業務」の役割を担

った構成員、SPC の実績は、SPC を構成する企業のうち、「運転操作及び監視業務」の

役割を担った企業の実績に限る。 

また、下表に記載した実績については、別紙に実績の概要を記載し、実績を有するこ

とを証する書類を添付すること（本様式の別紙及び添付資料は、枚数規定（１枚以内）

の対象外とする。）。ただし、副本には別紙及び添付資料を添付しないこと。 

 

【実績一覧記入表】 

  

No. 

（別紙番号） 
施設規模 

維持管理 

年数 
処理方式 

記入例 100(m3/日) 〇〇年 〇〇炭化方式 

１    

２    

３    

４    

５    

 

※提案書：A4 判１枚以内（実績一覧表は適宜行を追加すること。） 

 

（１／１） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.３ 事業の安定性_下水汚泥再資源化物の利活用計画 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化物の事業安定性に寄与する利活用計画について、以下に示す内容に

対し、提案内容を記述すること。 

ア 本市より買い取った下水汚泥再資源化物について、①から⑤の項目ごとに１

件以上の提案をすること。 

① 利活用先の企業名 

② 利活用の用途（石炭代替燃料、肥料原料、肥料など） 

③ 利活用先の所在地、利活用先までの運搬ルート及び利活用先の下水汚泥再

資源化物受入体制 

④ 受入期間及び受入量の確約書（利活用企業に限る。） 

⑤ 製品の保管方法及び品質管理方法等 

イ 事業期間中の下水汚泥再資源化物の総製造量 

 

 

※提案書：A4 判６枚以内 

 

（〇／６） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.４ 事業の安定性_セルフモニタリング 

提 案 内 容 

事業者が提案した技術提案書に基づき、次に掲げる各業務を確実に履行していること

を確認するため、セルフモニタリングの内容について、アからウの項目ごとに１件以上

の提案をすること。 

ア 設計業務 

イ 施工業務 

ウ 維持管理・運営業務 

なお、セルフモニタリングの実施時期、内容、組織、様式等については、事業者の提

案によるものとする。 

 

※提案書：A4 判２枚以内 

 

（〇／２） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.５ 設計・施工_段階的施工計画 

提 案 内 容 

施工業務における要求水準書に示す要件を踏まえた上で、段階的施工計画について、

以下に示す内容に対し、提案内容を記述すること。 

なお、既設汚泥燃料化施設の１系及び２系の切り離しに伴う機械工事に関する提案に

ついては、入札公告時に公表する資料を根拠として行うものとする。 

また、公表資料に記載されていない事項又は当該資料から読み取ることができない事

項に基づく提案は、評価の対象としない。 

ア 下水汚泥再資源化施設等の施工業務について、①から③の項目ごとに１件以

上の提案をすること。なお、提案に当たっては、段階的施工計画図を作成し、

添付すること。この添付図の様式及び枚数は任意とする。また、段階的施工

計画の起点は、既設汚泥燃料化施設の１系と２系を切り離すために必要な電

気設備の改良工事完了後とする。 

① 既設汚泥燃料化施設の機能を確保しながらの段階的施工計画 

② 既設汚泥燃料化施設の停止期間の短縮に向けた段階的施工計画 

③ 安全面に配慮した既設汚泥燃料化施設２系列目撤去までの段階的施工計

画 

イ アの下水汚泥再資源化施設等の施工に加え、脱水汚泥受入施設等を含めた全

体工程計画について１件以上の提案をすること。なお、全体工程計画におい

ては、段階的施工及び全体工程の確実な実施に質する提案を具体的に記載す

ること。 

 

※提案書：A4 判６枚以内 

 

（〇／６） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.６ 設計・施工_施設の機能性 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化施設等及び脱水汚泥受入施設等の機能性について、以下に示す内容

に対し、提案内容を記述すること。 

ア DBO 方式である下水汚泥再資源化施設等の施設・設備計画については、脱水

汚泥の量及び性状の変動に対する処理機能に係る操作性・柔軟性について、

①、②の項目ごとに１件以上の提案をすること。なお、施設・設備計画の記

述に当たっては、保守点検及び修繕を考慮した提案内容とすること。 

① 下水汚泥再資源化施設の形式、処理能力・基数 

② 脱水汚泥貯留施設の形式、施設容量・貯留日数・基数 

イ DB 方式である脱水汚泥受入施設等の施設・設備計画については、脱水汚泥の

量及び性状の変動に対する処理機能に加え、濃縮汚泥貯留槽等既存施設能力

を踏まえた操作性・柔軟性について、①から⑤の項目ごとに１件以上の提案

をすること。なお、別途本市が実施する脱水汚泥受入施設等の維持管理を考

慮した提案内容とすること。 

① 脱水汚泥受入施設の形式、施設容量・基数 

② 希釈水ポンプ設備の形式、能力・台数 

③ 汚泥混合溶解施設の形式、施設容量・基数 

④ 施設の連続運転の維持に寄与する冗長化・信頼性向上のための施設・設備

計画 

⑤ 脱水汚泥受入から消化までの一連の施設（脱水汚泥受入施設、汚泥混合溶

解施設、濃縮汚泥貯留槽、汚泥消化タンク）における効率的かつ安定した

汚泥貯留・送泥計画 

 

※提案書：A4 判６枚以内 

 

（〇／６） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.７ 設計・施工_施設の信頼性 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化施設等及び脱水汚泥受入施設等の信頼性について、以下に示す内容

に対し、提案内容を記述すること。 

ア DBO 方式である下水汚泥再資源化施設等の施設・設備計画については、処理

機能を考慮した上で、信頼性を高める対策について、①から④の項目ごとに

１件以上の提案をすること。 

① 安定的稼働 

② 耐久性、耐候性、耐腐食性、耐熱性等 

③ 停電、事故及び故障を未然に防止する対策及び発生時の対策 

④ 緊急停止時におけるフェイルセーフ 

イ DB 方式である脱水汚泥受入施設等の施設・設備計画については、処理機能を

考慮した上で、信頼性を高める対策について、①から⑤の項目ごとに１件以

上の提案をすること。 

① 安定的稼働 

② 脱臭設備の処理効果 

③ 耐久性、耐候性、耐腐食性等 

④ 停電、事故及び故障を未然に防止する対策及び発生時の対策 

⑤ 緊急停止時におけるフェイルセーフ 

ウ 下水汚泥再資源化施設等の監視・制御システムに係る安定性、冗長性及びセ

キュリティ対策について、１件以上の提案をすること。 

 

※提案書：A4 判６枚以内 

 

（〇／６）



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.８ 維持管理・運営_効率的な維持管理・運営計画 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化施設等の効率的な維持管理・運営計画及び脱水汚泥受入施設等の効

率的な維持管理・運営を実現するための施設・設備計画について、以下に示す内容に対

し、提案内容を記述すること。 

ア DBO 方式である下水汚泥再資源化施設等の効率的な維持管理・運営計画につ

いては、①、②の項目ごとに１件以上の提案をすること。 

① 維持管理体制及び ICC 等デジタル技術の活用による維持管理の省力化 

② ライフサイクルコストの低減 

イ DB 方式である脱水汚泥受入施設等の効率的な維持管理・運営を実現するため

の施設・設備計画については、①、②の項目ごとに１件以上の提案をするこ

と。 

① 効率的な維持管理・運営の実現に向けた ICC 等デジタル技術を活用した

施設・設備計画 

② ライフサイクルコストの低減に寄与する方策 

 

※提案書：A4 判４枚以内 

 

（〇／４） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.９ 維持管理・運営_安定的な維持管理計画 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化施設等の安定的な維持管理計画及び脱水汚泥受入施設等の安定的な

維持管理を実現するための施設・設備計画について、以下に示す内容に対し、提案内容

を記述すること。 

なお、SPC を設立する場合は、様式 11-2-1「SPC の出資構成」を併せて提出すること。 

ア DBO 方式である下水汚泥再資源化施設等の安定的な維持管理計画について

は、①から⑤の項目ごとに１件以上の提案をすること。 

① 施設の連続運転の維持に係る点検・整備計画 

② 下水汚泥再資源化物の発熱及び発酵特性を十分考慮した貯留及び運搬時

の保全対策 

③ 計画的な点検及び支出の平準化に係る修繕計画 

④ 停電、事故及び故障並びに異常時における安全確保及び復旧体制 

⑤ 配置人員、監視体制などの維持管理体制や方法 

 

※提案書：A4 判４枚以内 

 

（〇／４） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.10 肥料利用の拡大推進_下水汚泥再資源化物の肥料利用促進計画 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化物の肥料利用に係る普及促進について、以下に示す内容に対し、提

案内容を記述すること。 

ア 肥料利用について、①から⑥の項目ごとに１件以上の提案をすること。なお、

①、②について実績がない場合は、記載する必要はない。 

① 国内における肥料販売の実績※１（下水汚泥※２由来肥料に限る。） 

② 肥料の実証実験（ラボ実験は除く。）の実績（下水汚泥※２由来肥料に限る。） 

③ 販路拡大計画（当面、中期及び長期計画） 

④ 広報活動計画（理解促進等） 

⑤ 関連機関・企業との連携体制 

⑥ 製品の品質向上に向けた対策（ペレット化、臭気低減等） 

 

※提案書：A4 判６枚以内 

※１_構成員の実績に限るものとし、グループ企業・関連企業の実績は評価の対象としな

い。 

※２_地方公共団体が管理する下水道法上の終末処理場から発生した汚泥をいう。 

（〇／６）



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.11 環境への配慮_温室効果ガス排出量の削減  

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化物の製造及び利活用先の下水汚泥再資源化物の利用において発生す

る温室効果ガス排出量について、要求水準書に示す要件を踏まえて、以下に示す内容に

対し、提案内容を記述すること。 

また、事業者提案において、創エネルギーに伴う自己消費を提案する場合には、創エ

ネルギーに伴う温室効果ガス削減量を考慮した技術提案を記述すること。 

なお、温室効果ガス排出量の算定に当たっては、要求水準書の「巻末資料１ 別紙 7」

を参照すること。 

ア 下水汚泥再資源化物の製造及び利活用先※１の下水汚泥再資源化物の利用にお

いて発生する温室効果ガス排出量について、①から③の項目ごとに提案する

こと。なお、温室効果ガス排出量の算出根拠を添付すること。この添付資料

の様式及び枚数は任意とする。 

① 下水汚泥再資源化物の製造に伴う温室効果ガス排出量 

② 下水汚泥再資源化物の有効利用に伴う温室効果ガス排出量 

③ 下水汚泥再資源化施設等における温室効果ガス排出量の抑制対策 

イ 事業者提案において、事業用地内にて創エネルギーに伴う自己消費について、

①、②の項目ごとに提案すること。なお、温室効果ガス削減量の算出根拠を

添付すること。この添付資料の様式及び枚数は任意とする。 

① 創エネルギーに伴う温室効果ガスの削減量 

② 創エネルギーの技術提案内容（方式、仕様及びエネルギー利用方法等） 

 

※提案書：A4 版２枚以内 

※１_利活用先を複数提案する場合は、肥料としての利活用先を除く、全ての利活用先を

対象とする。 

（〇／２） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.12 地域への貢献_施工に関する地域企業との連携  

提 案 内 容 

施工業務に関する地域企業との連携において、ア、イの項目ごとに１件以上の提案を

すること。 

ア 地域特性及び立地優位性を活かし、資材調達や現場対応を効率化することで、

コスト削減及び工期短縮できる施工計画 

イ 地域企業との連携により、資材調達・情報共有・工程管理を円滑に進めるこ

とで、迅速な対応と高品質な目的物の実現を可能とする施工計画 

 

※提案書：A4 版２枚以内 

 

（〇／２） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.13 地域への貢献_維持管理・運営に関する地域企業との連携 

提 案 内 容 

維持管理・運営業務に関する地域企業との連携において、ア、イの項目ごとに１件以

上の提案をすること。 

ア 地域特性及び立地優位性を活かし、資材調達や現場対応の効率化を図ること

による、適切かつ持続可能な維持管理・運営業務計画 

イ 地域企業との連携により、効率的な業務執行体制を構築し、迅速な対応力及

び協力体制を確保できる維持管理・運営業務計画 

 

※提案書：A4 版２枚以内 

 

（〇／２） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.14 社会的項目_女性技術者の雇用、環境対策への取組 

提 案 内 容 

女性技術者の雇用、環境対策への取組において、ア、イの項目ごとに記述すること。 

ア 応募者の代表企業における、機械器具設置工事の主任技術者又は監理技術者

となり得る女性技術者の雇用状況 

イ 応募者の代表企業が取得している環境関連の認証・認定状況 

 

なお、女性技術者の雇用状況及び環境関連の認証・認定状況を確認するため、以下に

示す資料を添付すること。この添付資料の様式及び枚数は任意とする。ただし、複数の

技術者を雇用している場合、提出書類は１人分のみでかまわない。また、本事業の配置

予定技術者である必要はない。 

① 国家資格の取得を証明できるもの（合格証明書等）の写し（主任技術者） 

② 監理技術者資格者証（当該工種の資格を有するもの）の写し（表面・裏面）（監

理技術者） 

③ 直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加資格審査書類の提出日以前１年以上の

雇用期間が必要）が確認できる書類の写し（主任技術者、監理技術者） 

④ 性別を確認できる書類（マイナンバーカード等）の写し（主任技術者、監理技

術者） 

⑤ ISO14001 の登録証及び附属証の写し（認証された事業所、範囲、有効期限が

確認できるもの） 

 

※提案書：A4 版２枚以内 

 

（〇／２） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.15 その他_付帯事業 

提 案 内 容 

西部水資源再生センター内の付帯事業に関する事業用地を用いた独立採算事業に関し

て、アからウの項目ごとに１件以上の提案をすること。 

ア 肥料利用の推進に対する取り組み 

イ カーボンニュートラルに対する取り組み 

ウ 地域社会への貢献に対する取り組み（レジリエンスの強化：災害時の電力供

給等） 

 

※提案書：A4 版２枚以内 

 

（〇／２） 



（様式 11-2 号） 

応募者番号  

 

No.16 その他_見学者への対応 

 

提 案 内 容 

下水汚泥再資源化施設等の見学者への対応において、ア、イの項目ごとに１件以上の

提案をすること。 

ア 見学者への対応について、本市に対する協力方針 

イ 本事業の PR 方法 

 

※提案書：A4 版２枚以内 

 

（〇／２） 



（様式11-2-1号）

ＳＰＣ

社名

所在地（予定）

資本金額

出資比率（予定）

出資者名 所在地 役割 （単位：％）

１(代表企業)

２

３

４

５

６

７

８

９

10

※ 記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

SPCの出資構成

合　計

構成企業No.
出資者

円



 

 

（様式 12 号） 

 

下水汚泥再資源化物受入確約書 

 

2025 年（令和 7 年）   月   日 

 

（あて先） 

____________※1  

（受入先企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

2025 年（令和７年）９月 19 日（金）付けで公告された広島市西部水資源再生センター

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業（以下「本事業」という。）に関し、当社は、広島

市と____________※1が基本契約を締結する場合、本事業において製造される下水汚泥再資

源化物について、当社事業所において下記の期間及び量を受け入れることを確約します。 

 

 

受入期間 受入量（㎥/年） 

令和 年度から令和 年度（ 年間）  

 

※１ 単一企業、複数企業による応募を問わず代表企業名とすること。 















































































































































































 

 

（様式 15-1 号） 

 

見  積  書 

 

2026 年（令和８年）   月   日 

 

（あて先） 

広 島 市 長 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

2025 年（令和７年）９月 19 日（金）付けで公告された広島市西部水資源再生センター

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業について、入札公告、入札説明書、要求水準書、落

札者決定基準、契約書（案）等の全ての書類（質疑回答を含む。）及び広島市契約規則を承

知の上、次のとおり見積りします。 

 

１ 事 業 名  広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業 

 

２ 見積金額 

総価金額   

（１）+（２） 

百億 拾億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

           

設計・施工   

業務費（１） 
           

維持管理・運営 

業務費（２） 
           

１：記載する金額は、消費税法第９条第１項の規定による課税事業者であるか免税事業 

  者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額 

  を記載すること。 

２：記載する金額は、算用数字で表記し数字の直前に「金」を付記すること。 

 



様式15-2号

応募者番号

１．「価格評価に使用する運営費」を含まない金額

単位：円

令和8
年度

令和9
年度

令和10
年度

令和11
年度

令和12
年度

令和13
年度

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

①設計業務に係る金額 0

②施工業務に係る金額 0

③維持管理・運営業務に係る金額 0

見積金額（①+②+③） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．「価格評価に使用する運営費」を含む金額

単位：円

令和8
年度

令和9
年度

令和10
年度

令和11
年度

令和12
年度

令和13
年度

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

①設計業務に係る金額 0

②施工業務に係る金額 0

③維持管理・運営業務に係る金額 0

見積金額（①+②+③） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

２．金額は様式15-2号-1（別添1-1）～様式15-2号-4（別添1-1）及び様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

３．令和８年度から令和18年度までの施工時期については、本市の想定を記載しているため、事業者の方で適宜修正すること。

　　ただし、脱水汚泥受入施設は令和11年度まで、下水汚泥再資源化施設は令和17年度までに施工が完了するようにすること。

４．見積内訳書として提出する際は、１．「価格評価に使用する運営費」を含まない金額のみ記入すること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

６．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

見積内訳書及び入札内訳書※

費目

脱水汚泥受入施設等の施工 下水汚泥再資源化施設等の施工（1系列目） 下水汚泥再資源化施設等の施工（2系列目）

下水汚泥再資源化施設（1系列目）
維持管理・運営

既設汚泥燃料化施設の設計（撤去）
下水汚泥再資源化施設等の設計
脱水汚泥受入施設等の設計

既設汚泥燃料化施設の施工
（撤去）（1系列目）

備考金額

既設汚泥燃料化施設の施工
（撤去）（2系列目）

下水汚泥再資源化施設（1系列目、2系列目）維持管理・運営

見積内訳書及び入札内訳書※

費目 金額 備考

既設汚泥燃料化施設の設計（撤去）
下水汚泥再資源化施設等の設計
脱水汚泥受入施設等の設計

脱水汚泥受入施設等の施工 下水汚泥再資源化施設等の施工（1系列目） 下水汚泥再資源化施設等の施工（2系列目）

既設汚泥燃料化施設の施工
（撤去）（1系列目）

既設汚泥燃料化施設の施工
（撤去）（2系列目）

下水汚泥再資源化施設（1系列目）
維持管理・運営

下水汚泥再資源化施設（1系列目、2系列目）維持管理・運営



様式15-2号-1 （別添1-1）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

様式15-2号-1（別添1-2）

様式15-2号-1（別添1-3）

0 0 0

様式15-2号-1（別添1-4）

様式15-2号-1（別添1-5）

様式15-2号-1（別添1-6）

様式15-2号-1（別添1-7）

0 0 0

0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

２．金額は様式15-2号及び様式15-2号-1（別添1-2～別添1-7）と整合させること。

３．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

費　目

合計（小計①+小計②）

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

１）土木施工費

２）建築施工費

３）プラント機械設備施工費

１）各種調査費

２）設計費

１．設計業務に係る金額

小計①

小計②

２．施工業務に係る金額

４）プラント電気設備施工費

金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）
備　　考内容・算定根拠



様式15-2号-1 （別添1-2）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

例 土木 地質調査 ボーリング調査 1 式

１ 1 式

２ 1 式

３ 1 式

４ 1 式

５ 1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

１．必要に応じて行を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．様式15-2号-1（別添1-1）の金額と整合させること。

４．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

注記）

１．設計業務に係る金額　１）各種調査費

合計

細別種別工種 単位数量
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考



様式15-2号-1 （別添1-3）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

例 土木 基本設計 構造設計 1 式

１ 1 式

２ 1 式

３ 1 式

４ 1 式

５ 1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて行を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．様式15-2号-1（別添1-1）の金額と整合させること。

４．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

１．設計業務に係る金額　２）設計費

合計

単位数量細別種別工種 備考
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）



様式15-2号-1 （別添1-4）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１ 土木構造物（基礎版） 1 式

２ 土木構造物（脱水汚泥受入施設等） 1 式

３ 事業用地内の場内整備（門、柵、塀を除く。） 1 式

４ 撤去費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

５ 門 1 式

６ 柵 1 式

７ 塀 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．土木構造物（基礎版）は、下水汚泥再資源化施設等の基礎版等の土木構造物を示す。

４．土木構造物（脱水汚泥受入施設等）とは、脱水汚泥受入施設等の土木構造物を示し、混合汚泥溶解施設を含む。

５．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

６．様式15-2号-1（別添1-1）の金額と整合させること。

７．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

８．１の項目は下水汚泥再資源化施設関係であり、本市の想定では令和11年度以降に着手する計画である。ただし、事業者からの提案により、一部を前倒しで着手する可能性があるため、

　　当該項目を記載している。令和8年度から令和11年度の間に着手しない場合は、当該項目を斜線で削除すること。

９．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

２．施工業務に係る金額　１）土木施工費

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

共通仮設費②

直接工事費①

現場管理費③

備考単位数量項目
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

規格・仕様等

合計（小計①+小計②）

一般管理費④

小計①（①+②+③+④-⑤）

スクラップ評価額⑤

直接工事費⑥

共通仮設費⑦

現場管理費⑧

一般管理費⑨

小計②（⑥+⑦+⑧+⑨-⑩）

スクラップ評価額⑩



様式15-2号-1 （別添1-5）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１ 管理・電気棟

　建築物（管理・電気棟） 1 式

　建築機械設備工（管理・電気棟） 1 式

　建築電気設備工（管理・電気棟） 1 式

小計 1 式 0 0 0

２ 脱水汚泥受入施設等（建屋）

　建築物（脱水汚泥受入施設等） 1 式

　建築機械設備工（脱水汚泥受入施設等） 1 式

　建築電気設備工（脱水汚泥受入施設等） 1 式

小計 1 式 0 0 0

３ 下水汚泥再資源化施設等（建屋）

　建築物（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

　建築機械設備工（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

　建築電気設備工（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

小計 1 式 0 0 0

４ 景観壁（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

５ 撤去費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-1（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．１、３、４及び５の項目は下水汚泥再資源化施設関係であり、本市の想定では令和11年度以降に着手する計画である。ただし、事業者からの提案により、

　　一部を前倒しで着手する可能性があるため、当該項目を記載している。令和8年度から令和11年度の間に着手しない場合は、当該項目を斜線で削除すること。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

一般管理費④

合計（①+②+③+④-⑤）

スクラップ評価額⑤

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　２）建築施工費

直接工事費①

共通仮設費②

現場管理費③

備考単位数量項目
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

規格・仕様等



様式15-2号-1 （別添1-6）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

設計技術費④

一般管理費等⑤

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

共通仮設費

スクラップ評価額⑥

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

希釈水ポンプ設備

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費（脱水汚泥受入施設等）

脱水汚泥受入施設

汚泥混合溶解施設

備考単位数量項目
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

規格・仕様等



様式15-2号-1 （別添1-6）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．下水汚泥再資源化施設等は、本市の想定では令和11年度以降に着手する計画である。ただし、事業者からの提案により、一部を前倒しで着手する可能性があるため、

　　当該項目を記載している。令和8年度から令和11年度の間に着手しない場合は、当該項目を斜線で削除すること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ評価額⑥

トラックスケール

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

脱水汚泥貯留施設

下水汚泥再資源化施設

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費（下水汚泥再資源化施設等）

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考



様式15-2号-1 （別添1-6）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ評価額⑥

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

脱臭設備（脱水汚泥受入施設等及び余剰汚泥濃縮棟）

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費（脱臭設備（脱水汚泥受入施設等及び余剰汚泥濃縮棟））

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考



様式15-2号-1 （別添1-6）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１ 脱水汚泥受入施設等 1 式

２ 下水汚泥再資源化施設等 1 式

３
脱臭設備
（脱水汚泥受入施設等及び余剰汚泥濃縮棟）

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

２．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

３．様式15-2号-1（別添1-1）の金額と整合させること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費（合計）

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考



様式15-2号-1 （別添1-7）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

４

小計 1 式 0 0 0

５

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

設計技術費④

一般管理費等⑤

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

スクラップ費⑥

運転操作設備

計装設備

機器費　計①

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費（脱水汚泥受入施設等）

受変電設備

特殊電源設備

接地工事

備考単位数量項目
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

規格・仕様等



様式15-2号-1 （別添1-7）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

４

小計 1 式 0 0 0

５

小計 1 式 0 0 0

６

小計 1 式 0 0 0

監視制御設備

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費（下水汚泥再資源化施設等）

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考

受変電設備

非常用自家発電設備

特殊電源設備

運転操作設備

計装設備



様式15-2号-1 （別添1-7）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費（下水汚泥再資源化施設等）

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考

７

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．下水汚泥再資源化施設等は、本市の想定では令和11年度以降に着手する計画である。ただし、事業者からの提案により、一部を前倒しで着手する可能性があるため、

　　当該項目を記載している。令和8年度から令和11年度の間に着手しない場合は、当該項目を斜線で削除すること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ費⑥

接地工事

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費



様式15-2号-1 （別添1-7）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ費⑥

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

運転操作設備

計装設備

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費（脱臭設備（脱水汚泥受入施設等及び余剰汚泥濃縮棟））

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考



様式15-2号-1 （別添1-7）

応募者番号

単位：円

令和8年度 令和9年度 令和10年度

１ 脱水汚泥受入施設等 1 式

２ 下水汚泥再資源化施設等 1 式

３
脱臭設備
（脱水汚泥受入施設等及び余剰汚泥濃縮棟）

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-1（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．下水汚泥再資源化施設等は、本市の想定では令和11年度以降に着手する計画である。ただし、事業者からの提案により、一部を前倒しで着手する可能性があるため、

　　当該項目を記載している。令和8年度から令和11年度の間に着手しない場合は、当該項目を斜線で削除すること。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）①令和８年度から令和10年度

２．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費（合計）

項目 規格・仕様等 数量 単位
金額（工事請負契約締結の日～R11.3.31）

備考



様式15-2号-2 （別添1-1）

応募者番号

単位：円

令和11年度 令和12年度 令和13年度

様式15-2号-2（別添1-2）

様式15-2号-2（別添1-3）

様式15-2号-2（別添1-4）

様式15-2号-2（別添1-5）

0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

２．金額は様式15-2号及び様式15-2号-2（別添1-2～別添1-5）と整合させること。

３．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）②令和11年度から令和13年度

費　目 内容・算定根拠
金額（R11.4.1～R14.3.31）

備　　考

３）プラント機械設備施工費

４）プラント電気設備施工費

合計

１．施工業務に係る金額

１）土木施工費

２）建築施工費



様式15-2号-2 （別添1-2）

応募者番号

単位：円

令和11年度 令和12年度 令和13年度

１ 土木構造物（基礎版） 1 式

２ 事業用地内の場内整備（門、柵、塀を除く。） 1 式

３ 撤去費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

４ 門 1 式

５ 柵 1 式

６ 塀 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．土木構造物（基礎版）は、下水汚泥再資源化施設等の基礎版等の土木構造物を示す。

４．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

５．様式15-2号-2（別添1-1）の金額と整合させること。

６．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

共通仮設費②

現場管理費③

一般管理費④

スクラップ評価額⑤

規格・仕様等

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）②令和11年度から令和13年度

合計（小計①+小計②）

直接工事費⑥

共通仮設費⑦

現場管理費⑧

一般管理費⑨

スクラップ評価額⑩

小計②（⑥+⑦+⑧+⑨-⑩）

小計①（①+②+③+④-⑤）

１．施工業務に係る金額　１）土木施工費

項目 数量 単位
金額（R11.4.1～R14.3.31）

備考

直接工事費①



様式15-2号-2 （別添1-3）

応募者番号

単位：円

令和11年度 令和12年度 令和13年度

１ 管理・電気棟

　建築物（管理・電気棟） 1 式

　建築機械設備工（管理・電気棟） 1 式

　建築電気設備工（管理・電気棟） 1 式

小計 1 式 0 0 0

２ 下水汚泥再資源化施設等（建屋）

　建築物（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

　建築機械設備工（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

　建築電気設備工（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

小計 1 式 0 0 0

３ 景観壁（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

４ 撤去費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-2（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）②令和11年度から令和13年度

合計（①+②+③+④-⑤）

１．施工業務に係る金額　２）建築施工費

項目 数量 単位
金額（R11.4.1～R14.3.31）

備考

直接工事費①

共通仮設費②

現場管理費③

一般管理費④

スクラップ評価額⑤

規格・仕様等



様式15-2号-2 （別添1-4）

応募者番号

単位：円

令和11年度 令和12年度 令和13年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-2（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）②令和11年度から令和13年度

１．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費

項目 数量 単位
金額（R11.4.1～R14.3.31）

備考規格・仕様等

共通仮設費

脱水汚泥貯留施設

下水汚泥再資源化施設

トラックスケール

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ評価額⑥



様式15-2号-2 （別添1-5）

応募者番号

単位：円

令和11年度 令和12年度 令和13年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

４

小計 1 式 0 0 0

５

小計 1 式 0 0 0

６

小計 1 式 0 0 0

監視制御設備

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）②令和11年度から令和13年度

１．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費

項目 数量 単位
金額（R11.4.1～R14.3.31）

備考

受変電設備

非常用自家発電設備

特殊電源設備

運転操作設備

計装設備

規格・仕様等



様式15-2号-2 （別添1-5）

応募者番号

単位：円

令和11年度 令和12年度 令和13年度

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）②令和11年度から令和13年度

１．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費

項目 数量 単位
金額（R11.4.1～R14.3.31）

備考規格・仕様等

７

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-2（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

接地工事

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ費⑥



様式15-2号-3 （別添1-1）

応募者番号

単位：円

令和14年度 令和15年度 令和16年度

１．施工業務に係る金額

様式15-2号-3（別添1-2）

様式15-2号-3（別添1-3）

様式15-2号-3（別添1-4）

様式15-2号-3（別添1-5）

0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

２．金額は様式15-2号及び様式15-2号-3（別添1-2～別添1-5）と整合させること。

３．既設汚泥燃料化施設機械設備切り離し工事、既設汚泥燃料化施設（１系列目）撤去を含む。

４．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）③令和14年度から令和16年度

費　目 内容・算定根拠 備　　考
金額（R14.4.1～R17.3.31）

３）プラント機械設備施工費

４）プラント電気設備施工費

合計

１）土木施工費

２）建築施工費



様式15-2号-3 （別添1-2）

応募者番号

単位：円

令和14年度 令和15年度 令和16年度

１ 土木構造物（基礎版） 1 式

２ 事業用地内の場内整備（門、柵、塀を除く。） 1 式

３ 撤去費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

４ 門 1 式

５ 柵 1 式

６ 塀 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．土木構造物（基礎版）は、下水汚泥再資源化施設等の基礎版等の土木構造物を示す。

４．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

５．様式15-2号-3（別添1-1）の金額と整合させること。

６．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

７．既設汚泥燃料化施設機械設備切り離し工事、既設汚泥燃料化施設（１系列目）撤去を含む。

８．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

小計①（①+②+③+④-⑤）

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）③令和14年度から令和16年度

１．施工業務に係る金額　１）土木施工費

項目 数量 単位 備考

直接工事費①

共通仮設費②

現場管理費③

一般管理費④

スクラップ評価額⑤

規格・仕様等
金額（R14.4.1～R17.3.31）

合計（小計①+小計②）

直接工事費⑥

共通仮設費⑦

現場管理費⑧

一般管理費⑨

スクラップ評価額⑩

小計②（⑥+⑦+⑧+⑨-⑩）



様式15-2号-3 （別添1-3）

応募者番号

単位：円

令和14年度 令和15年度 令和16年度

１ 管理・電気棟

　建築物（管理・電気棟） 1 式

　建築機械設備工（管理・電気棟） 1 式

　建築電気設備工（管理・電気棟） 1 式

小計 1 式 0 0 0

２ 下水汚泥再資源化施設等（建屋）

　建築物（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

　建築機械設備工（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

　建築電気設備工（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

小計 1 式 0 0 0

３ 景観壁（下水汚泥再資源化施設等） 1 式

４ 撤去費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-3（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．既設汚泥燃料化施設機械設備切り離し工事、既設汚泥燃料化施設（１系列目）撤去を含む。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④-⑤）

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）③令和14年度から令和16年度

１．施工業務に係る金額　２）建築施工費

項目 数量 単位 備考

直接工事費①

共通仮設費②

現場管理費③

一般管理費④

スクラップ評価額⑤

規格・仕様等
金額（R14.4.1～R17.3.31）



様式15-2号-3 （別添1-4）

応募者番号

単位：円

令和14年度 令和15年度 令和16年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-3（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．既設汚泥燃料化施設機械設備切り離し工事、既設汚泥燃料化施設（１系列目）撤去を含む。

７．「共通仮設費（準備費）」の項目は、既設汚泥燃料化施設撤去に伴い発生した既設汚泥燃料化設備内の残渣物運搬・処分費を入力すること。

８．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

共通仮設費（準備費）

小計②

合計（小計①+小計②）

トラックスケール

共通仮設費

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

小計①（①+②+③+④+⑤-⑥）

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ評価額⑥

下水汚泥再資源化施設

脱水汚泥貯留施設

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）③令和14年度から令和16年度

１．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費

項目 数量 単位 備考規格・仕様等
金額（R14.4.1～R17.3.31）



様式15-2号-3 （別添1-5）

応募者番号

単位：円

令和14年度 令和15年度 令和16年度

１

小計 1 式 0 0 0

２

小計 1 式 0 0 0

３

小計 1 式 0 0 0

４

小計 1 式 0 0 0

５

小計 1 式 0 0 0

６

小計 1 式 0 0 0

７

小計 1 式 0 0 0

1 式 0 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-3（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工業務で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．既設汚泥燃料化施設機械設備切り離し工事、既設汚泥燃料化施設（１系列目）撤去を含む。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

接地工事

監視制御設備

計装設備

運転操作設備

特殊電源設備

非常用自家発電設備

受変電設備

金額（R14.4.1～R17.3.31）

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）③令和14年度から令和16年度

１．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費

項目 数量 単位 備考規格・仕様等

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ費⑥



様式15-2号-4 （別添1-1）

応募者番号

単位：円

令和17年度 令和18年度

１．施工業務に係る金額

様式15-2号-4（別添1-2）

様式15-2号-4（別添1-3）

様式15-2号-4（別添1-4）

様式15-2号-4（別添1-5）

0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

２．金額は様式15-2号及び様式15-2号-4（別添1-2～別添1-5）と整合させること。

３．既設汚泥燃料化施設（２系列目）撤去を含む。

４．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

３）プラント機械設備施工費

４）プラント電気設備施工費

合計

金額（R17.4.1～R19.3.31）

１）土木施工費

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）④令和17年度から令和18年度

費　目 内容・算定根拠 備　　考

２）建築施工費



様式15-2号-4 （別添1-2）

応募者番号

単位：円

令和17年度 令和18年度

１
事業用地内の場内整備
（門、柵、塀を除く。）

1 式

２ 撤去費 1 式

1 式 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-4（別添1-1）の金額と整合させること。

５．撤去に伴い発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．既設汚泥燃料化施設（２系列目）撤去を含む。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）④令和17年度から令和18年度

直接工事費①

共通仮設費②

現場管理費③

一般管理費④

スクラップ評価額⑤

合計（①+②+③+④-⑤）

１．施工業務に係る金額　１）土木施工費

項目 規格・仕様等 数量 単位 備考
金額（R17.4.1～R19.3.31）



様式15-2号-4 （別添1-3）

応募者番号

単位：円

令和17年度 令和18年度

１ 既設管理棟

　建築物（改築） 1 式

　建築機械設備工（改築） 1 式

　建築電気設備工（改築） 1 式

小計 1 式 0 0

２ 撤去費 1 式

1 式 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて直接工事費の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-4（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工又は撤去で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．既設汚泥燃料化施設（２系列目）撤去を含む。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）④令和17年度から令和18年度

金額（R17.4.1～R19.3.31）

合計（①+②+③+④-⑤）

１．施工業務に係る金額　２）建築施工費

項目 規格・仕様等 数量 単位 備考

直接工事費①

共通仮設費②

現場管理費③

一般管理費④

スクラップ評価額⑤



様式15-2号-4 （別添1-4）

応募者番号

単位：円

令和17年度 令和18年度

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0

1 式

1 式 0 0

1 式 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-4（別添1-1）の金額と整合させること。

５．既設汚泥燃料化施設（２系列目）撤去を含む。

６．「共通仮設費（準備費）」の項目は、既設汚泥燃料化施設撤去に伴い発生した既設汚泥燃料化設備内の残渣物運搬・処分費を入力すること。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（小計①+小計②）

直接工事費　計①

共通仮設費

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計②

設計技術費③

一般管理費等④

スクラップ評価額⑤

小計①（①+②+③+④-⑤）

共通仮設費（準備費）

小計②

直接工事費

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）④令和17年度から令和18年度

１．施工業務に係る金額　３）プラント機械設備施工費

項目 規格・仕様等 数量 単位 備考
金額（R17.4.1～R19.3.31）



様式15-2号-4 （別添1-5）

応募者番号

単位：円

令和17年度 令和18年度

１

小計 1 式 0 0

２

小計 1 式 0 0

３ 接地工事

小計 1 式 0 0

1 式 0 0

輸送費 1 式

材料費 1 式

労務費 1 式

複合工費 1 式

直接経費 1 式

仮設費 1 式

1 式 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0

1 式

1 式

1 式

1 式 0 0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．必要に応じて機器費等の項目を追加・削除すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。

４．様式15-2号-4（別添1-1）の金額と整合させること。

５．施工又は撤去で発生した産業廃棄物運搬・処分費を含めること。

６．既設汚泥燃料化施設（２系列目）撤去を含む。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（①+②+③+④+⑤-⑥）

金額（R17.4.1～R19.3.31）

受変電設備

監視制御設備

現場管理費

据付間接費

間接工事費　計③

設計技術費④

一般管理費等⑤

スクラップ費⑥

機器費　計①

直接工事費

直接工事費　計②

共通仮設費

見積内訳書及び入札内訳書※（設計・施工）④令和17年度から令和18年度

１．施工業務に係る金額　４）プラント電気設備施工費

項目 規格・仕様等 数量 単位 備考



様式15-2号 （別添2-1）

応募者番号

単位：円

内容・算定根拠 金額 備　　考

様式15-2号（別添2-2）

様式15-2号（別添2-2）

様式15-2号（別添2-2）

様式15-2号（別添2-2）

様式15-2号（別添2-2）

様式15-2号（別添2-2）

0

様式15-2号（別添2-2）

0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．既設汚泥燃料化施設の１系と２系の切り離しに伴う機械工事施工期間中の脱水汚泥運搬・処分費はその他経費に含めること。

３．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

４．金額は様式15-2号及び様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

５．SPCを設置する場合は、経費をその他の経費に含めること。

６．算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

合計（（１）+（２）+（３）+（４）+（５）-（６）＋（７））

合計（（１）+（２）+（３）+（４）+（５）-（６））

（７）価格評価に使用する運営費
（市が負担する運転・維持管理費）

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目

１．維持管理・運営業務に係る金額

（１）運営・維持管理費

（２）ユーティリティ費

（６）下水汚泥再資源化物買取費

（４）外部委託業務費

（５）その他の経費

（３）修繕費



１. 維持管理・運営業務に係る金額
単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

18,360 18,287 18,214 33,416 33,142 33,033 32,923 32,903 32,668 32,522 32,376 32,318 32,084 31,901 31,792 31,696 31,463 31,317 31,135 31,037 30,806 30,587 30,441

（１）運営・維持管理費（運営費+運転管理費等+保守点検費）

様式15-2号（別添2-3） 固定 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（２）ユーティリティ費

様式15-2号（別添2-4） 固定 0.0

〃 変動 0.0

〃 変動 0.0

〃 変動 0.0

〃 変動 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（３）修繕費

様式15-2号（別添2-5） 固定 0.0

〃 固定 0.0

〃 固定 0.0

〃 固定 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（４）外部委託業務費

様式15-2号（別添2-6） 固定 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（５）その他の経費

様式15-2号（別添2-7） 固定 0.0

様式15-2号（別添2-7） 変動 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（６）下水汚泥再資源化物買取費

様式15-2号（別添2-8） 変動 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（７）価格評価に使用する運営費（市が負担する運転・維持管理費）

様式15-2号（別添2-9） 変動 0.0

〃 変動 0.0

〃 変動 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．既設汚泥燃料化施設の１系と２系の切り離しに伴う機械工事施工期間中の脱水汚泥運搬・処分費はその他経費に含めること。

３．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

４．金額は様式15-2号及び様式15-2号（別添2-1，別添2-3～別添2-9）と整合させること。

５．SPCを設置する場合は、経費をその他の経費に含めること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

７．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

合計（（１）+（２）+（３）+（４）+（５）
-（６））

２）消化ガス

３）雑用水

価格評価に使用する運営費　計

固定／変動

積算に用いる年間汚泥処理量（㎥/年）

３）上水

４）補助燃料（非常時）

２）定期修繕

３）大規模修繕

５）薬品

２）電気（従量料金）

１）直接人件費

２）変動費

合計（（１）+（２）+（３）+（４）+（５）
-（６）＋（７））

内容・算定根拠

１）電気（基本料金）

運営・維持管理費　計

ユーティリティ費　計

修繕費　計

１）軽微な修繕

１）固定費

下水汚泥再資源化物買取費　計

変動費単価（円/t）

その他の経費　計

４）突発的故障修繕

外部委託業務費　計

１）汚水排水（事業系）

（別添2-2）

応募者番号

維持管理・運営費

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目

様式15-2号



１. 維持管理・運営業務に係る金額（１）運営・維持管理費

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）運営・維持管理費（運営費+運転管理費等+保守点検費）

人件費 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．必要に応じて項目を追加すること。

３．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

４．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

５．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

７．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

維持管理・運営費

様式15-2号 （別添2-3）

応募者番号

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

運営・維持管理費　計

合計

運営・維持管理費

費　目 項目



１. 維持管理・運営業務に係る金額（２）ユーティリティ費

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）電気 電力使用量（kWh） 0.0

基本料金（固定費） 0.0

従量料金（変動費） 0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２）上水 上水使用量（m
3
） 0.0

従量料金単価（円/m
3
） 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317 317

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

３）補助燃料 補助燃料使用量（kl） 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

４）薬品 薬品使用量（kl） 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．必要に応じて項目を追加すること。

３．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

４．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

５．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

６．補助燃料や薬品においては、適切な単位に修正すること。

　　また、薬品を併用する場合は、行を追加し、薬品ごと（又は単位ごと）に分けて記載すること。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

８．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

様式15-2号 （別添2-4）

応募者番号

電気

薬品

薬品　計

合計

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目 項目
維持管理・運営費

電力　計

上水　計

補助燃料
（非常時）

燃料　計

上水



１. 維持管理・運営業務に係る金額（３）修繕費

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）軽微な修繕

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２）定期修繕

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

３）大規模修繕

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

４）突発的故障修繕

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．必要に応じて項目を追加すること。

３．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

４．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

５．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

７．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

費　目 項目
維持管理・運営費

様式15-2号 （別添2-5）

応募者番号

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

大規模修繕　計

合計

軽微な修繕　計

定期修繕　計

突発的故障修繕　計



１. 維持管理・運営業務に係る金額（４）外部委託業務費

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）外部委託業務費

各種分析費 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．監査委託費は必要に応じて含めること。

３．必要に応じて項目を追加すること。

４．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

５．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

６．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

７．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

８．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

外部委託業務費

外部委託業務費　計

合計

様式15-2号 （別添2-6）

応募者番号

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目 項目
維持管理・運営費



１. 維持管理・運営業務に係る金額（５）その他の経費

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）固定費

各種保険費 0.0

諸経費 0.0

0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２）変動費

脱水汚泥運搬・処分 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．既設汚泥燃料化施設の1系と2系の切り離しに伴う機械工事施工期間中の脱水汚泥運搬・処分費を記載すること。

３．諸経費は、業務の管理及び企業の継続運営に必要な経費であり、業務管理費と一般管理費のほか、直接経費（事業者が専ら使用する製品及び業務履行に必要な消耗品費等の費用）、技術経費（業務に係る平素の技術能力の工場及び技術水準の確保に要する経費）

　　及び間接業務費（業務の実施に必要な経費であり、安全通信費、通信連絡非、旅費交通費、法定福利費が含まれた経費）も含むものとする。

４．維持管理・運営業務に係るＤＸ機器費等は必要に応じて含めること。

５．必要に応じて項目を追加すること。

６．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

７．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

８．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

９．SPCを設置する場合は、経費をその他の経費に含めること。

10．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

11．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

様式15-2号 （別添2-7）

応募者番号

合計

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目 項目
維持管理・運営費

変動費

変動費　計

固定費

固定費　計



１. 維持管理・運営業務に係る金額（６）下水汚泥再資源化物買取費

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）燃料利用

買取量（t） 0.0

買取単価（円/t） 0.0

買取費用（円） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

２）肥料利用

買取量（t） 0.0

買取単価（円/t） 0.0

買取費用（円） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．必要に応じて各費用の費目を追加すること。

３．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

４．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

５．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

６．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

７．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

合計

様式15-2号 （別添2-8）

応募者番号

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目 項目
維持管理・運営費

燃料利用

燃料利用　計

肥料利用

肥料利用　計

下水汚泥再資源化物買取費　計



１. 維持管理・運営業務に係る金額（７）価格評価に使用する運営費（市が負担する運転・維持管理費）

単位：円

令和14
年度

令和15
年度

令和16
年度

令和17
年度

令和18
年度

令和19
年度

令和20
年度

令和21
年度

令和22
年度

令和23
年度

令和24
年度

令和25
年度

令和26
年度

令和27
年度

令和28
年度

令和29
年度

令和30
年度

令和31
年度

令和32
年度

令和33
年度

令和34
年度

令和35
年度

令和36
年度

合計

１）汚水排水（事業系） 汚水排水量（m
3
） 0.0

汚水排水（事業系）

単価（円/m
3
）

50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

汚水排水（事業系）　計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２）消化ガス 消化ガス使用量（MJ） 0.0

消化ガス単価（円/MJ） 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6

消化ガス　計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

３）雑用水 雑用水使用量（m
3
） 0.0

雑用水単価（円/m
3
） 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5 28.5

雑用水　計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※本様式の表題「見積内訳書及び入札内訳書」については、次に掲げる提出時に応じて不要な語句を削除すること。

・見積書提出時：見積内訳書（及び入札内訳書を削除）

・入札書提出時：入札内訳書（見積内訳書及びを削除）

注記）

１．下水汚泥再資源化施設の系列数は、令和14年度から令和16年度は１系列のみ、令和17年度以降は２系列とすること。

　　また、下水汚泥再資源化施設の系列数は、３系列以上の提案も認めるが、条件については要求水準書を参照すること。

２．金額に消費税及び地方消費税は含まないこと。

３．各費目・項目の算定根拠が分かる資料（様式任意）を可能な範囲で添付すること。また、各セルに計算式を残しておくこと。

４．金額は様式15-2号（別添2-2）と整合させること。

５．各年度で算出した金額の合計は、1円未満を切り捨てること。

６．右端の合計欄は、各年度で端数処理した金額の合算を記載すること。

合計

様式15-2号 （別添2-9）

応募者番号

見積内訳書及び入札内訳書※（維持管理・運営）

費　目 項目
維持管理・運営費



 

 

（様式 16 号） 

入  札  書 

 

2026 年（令和８年）   月   日 

（あて先） 

広 島 市 長 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

2025 年（令和７年）９月 19 日（金）付けで公告された広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資

源化施設更新・運営事業について、入札公告、入札説明書、要求水準書、落札者決定基準、契約書（案）

等の全ての書類（質疑回答を含む。）及び広島市契約規則を承知の上、次のとおり入札します。 

 

１ 事 業 名  広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業 

 

２ 入札価格（「価格評価に使用する運営費」を含まない金額） 

総価金額   

（１）+（２） 

百億 拾億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

           

設計・施工   

業務費（１） 
           

維持管理・運営 

業務費（２） 
           

 

３ 入札価格（「価格評価に使用する運営費」を含む金額） 

総価金額   

百億 拾億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

           

 

４ 注記 

（１）記載する金額は、消費税法第９条第１項の規定による課税事業者であるか免税事業者である 

   かを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する 金額を記載すること。 

（２）記載する金額は、算用数字で表記し数字の直前に「金」を付記すること。  

（３）契約金額は、前記２に記載された金額に１００分の１０に相当する金額を加算した金額（当 

   該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）とする。 

 

消費税法第９条第１項の適用について（該当する方を○で囲んでください。） 

１  課 税 事 業 者 

２  免 税 事 業 者 

 課長 



 

 

（様式 17 号） 

 

入 札 辞 退 届 

 

2025 年（令和 7 年）   月   日 

 

 

（あて先） 

広 島 市 長 

 

 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

下記について入札参加資格を認められましたが、都合により入札を辞退します。 

 

 

記 

 

 

１ 事 業 名  広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業                  

 

 

２ 公 告 日    2025 年（令和７年）９月 19 日（金）               

 



 

 

（様式 18 号） 

 

入札執行（開札）立会申請書 

 

2026 年（令和８年）  ３月   日 

 

 

（あて先） 

広 島 市 長 

 

 

（代表企業）  

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職・氏名  印 

 

2025 年（令和７年）９月 19 日（金）付けで公告された広島市西部水資源再生センター

下水汚泥再資源化施設更新・運営事業について、以下の入札執行（開札）立会を希望しま

すので、申請いたします。 

 

 

記 

 

 

１ 事 業 名  広島市西部水資源再生センター下水汚泥再資源化施設更新・運営事業               

 

 

２ 入札執行日（開札）  2026 年（令和８年）６月 25 日（木）             

 


